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質疑応答

公害健康被害補償制度



問 1 公害とは
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　公害という言葉は、実にいろいろな場で使われていますが、どのよう
に理解すればよいのでしょうか。

「公害」という言葉は、これまで社会一般には、人の生活や財産に支障を及ぼし、
健康を損ない、あるいは人の迷惑になる現象や活動などをさすものとして、広く

用いられ、その意味する範囲には相当な差があります。
　戦前には、足尾銅山鉱毒事件、浅野セメント降灰事件のような深刻な問題もありました
が、これらの多くは新興の鉱工業が引き起こした地域的な紛争としてとらえられ、対応が
なされました。戦後の復興期以降、特に、重化学工業を中心とする高度経済成長と都市化
の過程において、著しい大気汚染、水質汚濁などが全国的にも大きな社会問題として認識
されるにつれ、「公害」が重要な国政上の課題とされるに至りました。
　今日では、「公害」は、先進国・発展途上国にも共通してみられる問題であり、人の活
動に伴って環境を汚染し、健康・生活・財産に悪影響を及ぼすことととらえられています。
　環境基本法では、公害対策基本法を引き継ぎ、「公害」を
　１）事業活動その他の人の活動に伴って生ずる
　２）相当範囲にわたる大気汚染、水質汚濁、土壌汚染、騒音、振動、地盤沈下及び
　　　悪臭（いわゆる典型 7公害）によって
　３）人の健康または生活環境に被害が生ずること
と定義しています。
　この法律の考え方は、公害を社会的な問題としてとらえ、一定の原則に基づいて対応策
を講ずべきものを明らかにしています。
　したがって、地震、台風、雷、洪水のような自然現象によるものや、日照妨害、電波障
害などの事象は公害から除かれています。
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問 2 公害による健康被害

　公害による健康被害にはどのようなものがありますか。

公害による被害には、動物・植物・家具等の一般財産等に及ぼす財産被害や、視
程、視界の減少といった被害もありますが、我が国において最も問題とされたの

は、健康被害です。
　公害による健康被害としては、騒音・振動等の物理的な影響によるものと、化学物質等
が人間の身体に作用することによるものと二つに分けることができます。
　公害健康被害補償制度では、上記の化学物質等による健康被害のうち、
　１）大気汚染による気管支ぜん息等の非特異的疾患（個々の患者についてみた場合、
　　　原因物質との因果関係が明らかでない疾病）
　２）大気汚染、水質汚濁の原因物質との因果関係が明らかである特異的疾患（水俣病、
　　　イタイイタイ病などの疾病）を救済の対象としています。
　このように対象を大気汚染、水質汚濁による疾病に限定したのは、その被害が社会的に
見て問題が多く、被害者の救済が緊急かつ重大であるため、制度的に救済する必要がある
と考えられたからです。
　なお、騒音、振動等の公害による健康被害あるいは財産被害は、鉄道、道路、空港等の
設置者等が、その防止対策、被害救済を図ることとされています。
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問 3 公害の四大裁判とは

　公害の四大裁判が公害健康被害者の救済に重要な役割を果たしたとい
われますが、それは、どのような裁判ですか。

戦後の日本経済は急速な成長を遂げましたが、一方では工場等が排出するばい煙、
汚水等により環境の汚染が進み、とりわけ公害による健康被害の発生は重大な社

会問題となりました。
　これらの公害健康被害の深刻さを如実に物語る裁判として有名なものが、昭和 46 年 6
月のイタイイタイ病裁判をはじめとして、46 年 9 月の新潟水俣病裁判、イタイイタイ病
控訴審裁判、47 年 7 月の四日市公害裁判、そして、48 年 3 月の熊本水俣病裁判へと続く
いわゆる四大公害裁判です。
　これらの四大公害裁判は、その公害による被害者が多数に及び、また、その被害も人命
に及ぶなど悲惨なものがあったという点で、大きな社会的関心を呼んだものです。四大公
害裁判において裁判所が下した判決は、いずれも原告が勝訴し、公害の原因企業に対し損
害賠償の支払を命じるとともに、厳しく企業の責任を追及するものでした。
　この四大公害裁判のうち、公害健康被害補償制度に特に関係の深いものは、47 年 7 月
24 日に判決が下された四日市公害訴訟です。この訴訟は、42 年 9 月 1 日に三重県四日市
市磯津地区の住民が、隣接して四日市石油コンビナートを形成している 6社を相手に、6
社の操業により排出されたばい煙によってぜん息などの健康被害を受けたことに対して損
害の賠償を請求したものです。
　この訴訟は、他の公害訴訟がいずれも単一の企業が起こした公害が問題とされたのと異
なり、コンビナートを形成している複数の工場から排出されたばい煙による公害健康被害
が問題とされたため、審理の中では、このような大気汚染による被害に対して工場等が共
同して責任を負うこととなるのかどうかが大きな争点となりました。
　これに対して、判決では、各種の疫学調査結果等をもとに磯津地区での原告らのぜん息
等とばい煙による大気汚染との因果関係を認め、さらに、被告工場 6社が順次隣接し合っ
て集団的に立地し、だいたい時を同じくして操業を行っていることなどを認定したうえ、
各工場ごとに排出した煙がどれだけずつ寄与したのかを問わず、共同して賠償責任を負う
ものとされました。
　このような四大公害裁判の結果を背景に、公害健康被害者の迅速かつ公正な保護を図る
ために、49 年 9 月より公害健康被害補償制度が施行されることとなったものです。



日本経済は、戦後、昭和 20 年代の復興と国土再建、30 年代から 40 年代前半に
かけての高度成長にみられるように、目ざましい発展を遂げてきました。

　反面、経済成長とともに、工場等が排出するばい煙、汚水等により、環境汚染が進み、
動植物のみならず、地域住民にも被害を及ぼしました。
　こうした事態に対応して、公害による健康被害者の間には、訴訟により損害賠償を求
める動きが活発になり、46 年から 48 年にかけて、いわゆる「四大公害裁判」（問 3参照）
の判決が出されました。
　一方、法制度面からも、42 年に「公害対策基本法」が制定され、健康被害の未然防止
の施策の確立がうたわれ、44 年には「公害に係る健康被害の救済に関する法律」（45 年 2
月施行）──いわゆる旧「救済法」──が制定されました。この法律は、社会保障の補完
的な制度として、当面緊急を要する医療費（健康保険の自己負担分）を給付することとし、
財源も、事業者からの寄付による納付金（1/2）と公費（1/2）によっていました。
　その後、47 年に制定された「公害に係る無過失責任法」（大気汚染防止法及び水質汚濁
防止法の一部改正）により、公害発生の原因者は故意・過失の有無にかかわらず責任を免
れることができないとされ、さらに、その附則で公害の被害者に対し、損害賠償を補償す
る制度について検討を加え、速やかに措置を講ずるものとするという規定が加えられまし
た。
　先に述べましたように、旧「救済法」においては、医療費の自己負担金を給付するにす
ぎず、財産的損失に対する補償や慰謝料は含まれていませんでした。また、訴訟によって
これらの問題を解決するには、かなりの労力と日時を要し、原因者が不特定多数の場合に
は、民事上の解決に委ねることに限界があるという問題がありました。
　このような事情を背景に、47 年 4 月に中央公害対策審議会は、環境庁長官から「わが
国における公害に関する費用負担は今後いかにあるべきか。また、環境汚染によって生ず
る損害賠償費用はいかに負担すべきか」という諮問を受け、公害健康被害補償制度の検討
に着手しました。
　時あたかも、47 年 7 月、四日市公害裁判において原告側が勝訴し、被害者救済の緊急
性が叫ばれるようになり、当初立法準備期間は 2～ 3年必要とされていましたが、異例の
速さで、48 年 10 月「公害健康被害補償法」（49 年 9 月施行）が制定されました。
　公害健康被害補償制度は、制度発足以来、公害による健康被害者の救済に大きな役割を
果たしてきました。
　ところで、近年の我が国の大気汚染の状況は、全般的には改善の方向にあり、こうした
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問 4 公害健康被害の救済

　どういう経緯で、公害健康被害の救済制度ができたのですか。



大気汚染の状況を踏まえ、58 年 11 月に環境庁長官から中央公害対策審議会に対し「今後
における第一種地域のあり方について」諮問が行なわれました。
　61 年 10 月、中央公害対策審議会は、１）第一種地域の指定解除、２）既被認定者に対
する補償の継続、３）総合的な環境保健施策の推進、４）大気汚染防止対策の強化を骨子
とする答申を取りまとめ、環境庁（当時）において公害健康被害補償法の改正法案が作成
され、国会に提出されました。
　公害健康被害補償法の改正法は、62 年 9 月に成立し、これを受けて、63 年 3 月 1 日に、
第一種地域の指定解除が行われ、同日以降基金に基づく健康被害予防事業が実施されるこ
ととなりました。法律の題名も「公害健康被害の補償等に関する法律」に改められています。
　このように、公害健康被害補償制度は、現在の大気汚染の状況を踏まえ、これまでの健
康被害者に対する事後的な補償制度から、地域住民の健康被害の未然防止に重点を置いた
制度へと転換することとなりました。
　また、平成 7年に公害健康被害の補償等に関する法律は一部改正され、１）遺族補償費
の支給要件の改正、２）災害等の場合における認定更新の特例措置の創設を内容とした制
度改正がなされました。
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公害健康被害補償制度の基本的な考え方は、本来、原因者と被害者の間の損害賠
償により解決が図られるべき公害による健康被害の紛争を、個別の因果関係の立

証が困難であるとか、原因者が不特定多数であるとかの公害被害の特殊性に鑑み、基本的
には民事責任をふまえつつ、公害健康被害者を迅速かつ公正に保護するところにあります。
　しかし、基本的には民事責任を踏まえていることから、指定疾病とその原因物質の間に
は一般的な因果関係があること、また、汚染原因者が補償給付に要する費用を負担するこ
と、が制度の前提となります。
　しかし、本制度は行政上の救済制度としての性格を持つことから、民事の領域における
被害者救済と異なり、第一種地域に係るものとしては、
　１　大気汚染と疾病との疫学的な因果関係を前提とし、個別の因果関係は問わないこ
　　ととし、指定地域に存する汚染の曝露を受け、一定の症状があれば、公害病患者と
　　して「認定」することとしています（個別の患者に係わる因果関係の割り切り）。
　２　補償給付に要する費用を負担する者は、原因物質を排出した大気汚染防止法上の
　　一定の施設を設置していた者に限定されること（原因者の範囲に係る割り切り）。
　３　補償給付の内容が定型化されていること。
　４　救済の対象は健康被害に限定されていること。
　が、特徴として上げられます。
　通常、公害健康被害補償予防制度が割り切りを重ねた制度といわれているのは、上記の
第１、第２の考え方をさしていわれているものです。

─ 7 ─

問 5 公害健康被害補償制度の基本的な考え方

　公害健康被害補償制度は、種々の割り切りにより被害者の補償を行
なっていますが、その基本的な考え方はどういうところにあるのですか。



１　公害健康被害者の認定
　公害健康被害補償制度によって補償を受けるためには、大気汚染の影響により

気管支ぜん息等の疾病にかかっていることについて、都道府県知事等の認定を受ける必要
があります。
　健康被害者の認定については、気管支ぜん息等の疾病が非特異的疾患であることから、
大気汚染が気管支ぜん息の疾病の原因であるかどうかを問わず、
　１）大気汚染が著しく、気管支ぜん息等の疾病が多発している地域（指定地域）に、
　２）一定期間以上居住又は通勤（曝露 要件）し、
　３）一定の疾病（指定疾病）に、
かかっていれば、大気汚染の影響により疾病にかかったものとみなして認定されることに
なります。
　指定地域については、「相当範囲にわたる著しい大気の汚染が生じ、その影響による疾
病が多発している地域」を第一種地域として指定することとされています。
　第一種地域は、これまで 41 地域が指定されており、これらの地域に係る疾病として、
慢性気管支炎、気管支ぜん息、ぜん息性気管支炎及び肺気しゅ並びにこれらの続発症が定
められていましたが、現在の大気汚染の状況、その健康への影響等を踏まえ、昭和 63 年
3 月 1 日をもって、第一種地域の指定はすべて解除されました。
　第一種地域の指定が解除されたことにより、昭和 63 年 3 月 1 日以降は、新たな認定申
請は行うことができなくなりました。
　
　２　補償給付の支給等
　都道府県知事等の認定を受けた被認定者は、公害医療機関で必要な医療を受けられるほ
か、その請求に基づき障害補償費等の補償給付を受けることができます。
　また、被認定者本人が指定疾病に起因して死亡した場合には、その遺族に対しても、遺
族補償費等が支給されます。
　被認定者は、補償給付の支給を受けられるだけでなく、損なわれた健康を回復させ、回
復した健康を保持し増進させるための公害保健福祉事業（リハビリテーション、転地療養、
療養用具の支給、療養指導、インフルエンザ予防接種に係る本人負担分の助成）の対象に
なります。
　第一種地域の指定が解除されたことにより、新たな健康被害者の認定は行われないこと
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問 6 補償の仕組み

　第一種地域の公害健康被害者に対する補償の仕組みは、どのように
なっているのですか。



となりましたが、指定解除前に申請して認定を受けた既被認定者については、認定更新、
補償給付の支給等従前どおりの補償が行われます。

指定年次 49.9 49.11 50.12 52.1 53.6 63.3

地 域 数 12 23 37 39 41 指定の
全部解除

新潟（水俣病）

東京（19区）

尼崎
神戸

備前倉敷・玉野
北九州

大牟田

千葉

横浜・川崎
富士

四日市・楠町
大阪・豊中・吹田・堺・守口・東大阪・八尾

東海・名古屋

熊本・鹿児島（水俣病）

富山（イタイイタイ病）

島根（慢性ひ素中毒症）

宮崎（慢性ひ素中毒症）

「　…地域名」は旧第一種地域

「　…  地域名  」は第二種地域
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注　楠町は平成 17 年 2 月から四日市市と合併

○指定地域および指定疾病一覧

○第一種地域の指定経緯



第一種地域の指定解除前に認定を受けた既被認定者（指定解除前に認定の申請を
行い、指定解除後に認定を受けた者を含む。）及びその遺族などに対し、都道府

県知事等が支給する補償給付は、次の 7種です。
　１）療養の給付及び療養費
　２）障害補償費
　３）遺族補償費
　４）遺族補償一時金
　５）児童補償手当
　６）療養手当
　７）葬祭料

（1）療養の給付及び療養費
　補償給付の中心となるのは、既被認定者の指定疾病について医師等が行う診療、治療に
関するものです。既被認定者は、公害医療機関（原則として、健康保険法、国民健康保険
法、生活保護法による指定医療機関）の窓口で公害医療手帳を提示すれば医師の診療、治
療を受けることができます。これを療養の給付（医療の現物給付）といいます。診療等を
行った医療機関は、診療に要した費用を診療報酬として都道府県知事等に請求し、支払を
受けます。
　天災等により公害医療機関に行くことができず、公害医療機関以外の医療機関で診療を
受けた場合のようにやむを得ない特別の事情があるときは、既被認定者が一旦医療機関の
窓口で支払った費用を都道府県知事等に請求し、支払を受けることができます。これを療
養費といいます。
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問 7 給　付

　既被認定者の補償として、どういう給付が行われていますか。
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（2）障害補償費
　既被認定者が指定疾病にかかったことにより一定の障害がある場合に、その障害による
損害を塡補するものとして障害補償費が支給されます。これも民事責任を踏まえた給付で
すが、多種多様な既被認定者の個別の事情をしんしゃくして給付額を定めることは事実上
困難であるため、障害の程度や性別、年齢階層別に給付額を定型化して支給されています。
　障害補償費等の給付水準を示す障害補償標準給付基礎月額は、全労働者の性別、年齢階
層別の平均賃金の 80％を基準として、毎年度、環境大臣が中央環境審議会の意見を聴い
て定めることになっています。
　障害の程度は、日常生活の困難度と労働能力の喪失の程度に応じて 4つの等級に区分さ
れており、それぞれの等級に該当する者に対して障害補償標準給付基礎月額にそれぞれの
等級ごとに示されている給付率を乗じた額が支給されます。
　なお、障害の程度が特級の者に対しては、介護を要する状態にあるということで、介護
加算があります。
（3）遺族補償費
　遺族補償費は、既被認定者が指定疾病に起因して死亡した場合に、その者によって生計
を維持していた者で次の範囲の遺族に対して、次の順位で支給されるものです。ただし、
18 歳未満の子・孫・兄弟姉妹については、その者の 18 歳の誕生日の属する年度末まで支
給されます。
　１）妻又は 60 歳以上の夫
　２）60 歳以上又は 18 歳に達した日の属する年度末までの間の子
　３）60 歳以上の父母
　４）60 歳以上又は 18 歳に達した日の属する年度末までの間の孫
　５）60 歳以上の祖父母
　６）60 歳以上又は 18 歳に達した日の属する年度末までの間の兄弟姉妹
　遺族補償費の給付水準を示す遺族補償標準給付基礎月額は、労働者の性別、年齢階層別
平均賃金の 70％を基準として、毎年度環境大臣が中央環境審議会の意見を聴いて定める
ことになっています。

都道府県知事等

既 被 認 定 者

公 

害 

医 

療 

機 

関

療
養
費
の
請
求

療
養
費
の
支
払公害医療手帳

診療報
酬請求

療養の給付

診療報酬の
支払

療養の給付および療養費の仕組み
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　なお、遺族補償費の支給は、既被認定者の死亡により破壊された遺族の生活が回復し、
安定した生活ができるようになるまでの期間を目途とし、通常民事において損害賠償とし
て支払われる一時金の額との均衡を失しないものとなるような妥当な期間として、10 年
間の支給期間としています。
（4）遺族補償一時金
　遺族補償費を受けることができる遺族がいない場合などに、一定範囲の遺族に対して一
時金として遺族補償一時金が支給されます。
　遺族補償一時金の額は、遺族補償標準給付基礎月額の 36 か月分とされています。
（5）児童補償手当
　児童（15 歳未満）は、労働能力の喪失等による損害がないなどの理由から障害補償費
の支給の対象にはなりませんが、指定疾病にかかった児童は、成長が遅れる、学業が遅れ
る等の支障を来たし、発作等による肉体的精神的苦痛があることなどの理由から、児童の
日常生活の困難度に応じて、養育者に対して、児童補償手当が支給されることになってい
ます。
　なお、平成 15 年度からは、支給対象者が想定されないため、同手当の額は定められて
いません。
（6）療養手当
　療養手当は、既被認定者の入院に要する諸雑費、通院に要する交通費等に充てるため、
その病状の程度が一定の状態にある場合に、その病状の程度に応じて一定額を支給するも
のです。
（7）葬祭料
　葬祭料は、既被認定者が指定疾病に起因して死亡した場合に、その葬祭を行う者に対し
て支給されるものです。
　葬祭料の額は、通常葬祭に要する費用として定められています。

　（参考資料）
　Ⅰ公害健康被害補償制度の仕組み
　　　３．給付の概要　P.38
　　　４．障害の程度（障害補償費）　P.39
　　　５．障害補償標準給付基礎月額（平成 20 年度）　P.39
　　　６．遺族補償標準給付基礎月額（平成 20 年度）　P.40
　　　７．その他の補償給付（平成 20 年度）　P.40



昭和 61 年 10 月の中央公害対策審議会の答申においては、現在の大気汚染の状況
の下では、大気汚染の原因者の負担に基づき個人に対する個別の補償を行うこと

は合理的ではなく、公害健康被害補償制度を公正で合理的なものとするため、第一種地域
の指定をすべて解除し、今後は健康被害予防事業の実施など総合的な環境保健施策を推進
することが適当とされました。
　中央公害対策審議会の答申を踏まえ、公害健康被害補償法等の改正が行われ、63 年 3
月 1 日をもって第一種地域の指定が解除され、健康被害予防事業が実施されることになり
ました。
　健康被害予防事業は、現在の大気汚染の状況を踏まえ、大気汚染の影響による健康被害
を予防するために実施されるものであり、これにより地域住民の健康の確保を図ることを
目的としています。
　健康被害予防事業は、人の健康に着目し、健康の確保・回復を図る事業と環境そのもの
に着目し、環境自体を健康被害を引き起こす可能性がないものとしていく事業とに大きく
分けられます。具体的には、環境再生保全機構が実施する調査研究、知識の普及及び研修
並びに指定解除前の第一種地域を管轄する地方公共団体が機構の助成等を受けて行う計画
作成、健康相談、健康診査、機能訓練、施設等整備の事業です。
　健康被害予防事業を実施するために必要な費用は、機構に基金を設け、その運用益によ
り賄うこととしています。基金は、大気汚染の原因者である事業者等から拠出される拠出
金及び国からの財政上の措置（出資）により設けられています。
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問 8 健康被害予防事業

　公害健康被害補償制度においては、公害健康被害者の補償に加え、健
康被害予防事業が行なわれていますが、どのような事業が行われていますか。

アスカーくん アスミちゃん



○事業の対象地域は、旧第一種地域及びこれに準ずる地域

基　　金
（約500億円）

環境再生保全機構

機構が実施

地方公共団
体が行う事
業に対する
助成等

１．調 査 研 究─大気汚染による健康影響
　　　　　　　　に関する総合研究、局地
　　　　　　　　的大気汚染対策に関する
　　　　　　　　調査研究
２．知識の普及─キャンペーン、各種パン
　　　　　　　　フレットの作成等
３．研　　　修─地方公共団体が行う事業
　　　　　　　　の従事者に対する研修

１．計 画 作 成─地域の大気環境改善のた
　　　　　　　　めの計画作成
２．健 康 相 談─医師、保健師等によるぜ
　　　　　　　　ん息等に係る相談・指導
３．健 康 診 査─乳幼児を対象とした問診
　　　　　　　　等による発症予防のため
　　　　　　　　の指導
４．機 能 訓 練─ぜん息児童を対象とした
　　　　　　　　水泳・音楽教室、ぜん息
　　　　　　　　キャンプ
５．施設等整備─医療機器の整備、低公害
　　　　　　　　車の普及、最新規制適合
　　　　　　　　車代替促進、大気浄化植
　　　　　　　　樹、大気汚染対策緑地整
　　　　　　　　備等

（地方公共団体が民間団体等に助成を行う
　場合もある）
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１　公害健康被害者の補償費用
公害健康被害補償制度における被害者補償の基本的な考え方は、原因者と被害者

との間で損害賠償として処理されるべきものを制度的に解決しようとするところにありま
す。
　したがって被害者救済のために必要な費用は、全額を汚染原因者が負担することとされ
ています。
　ただし、公害健康被害者の健康回復事業等を行う公害保健福祉事業は、福祉施策の性格
もあるということで、原因者と公費で 1/2 ずつ負担することとしています。
　なお、被害者救済のための費用は、汚染原因者の負担によることとしていますが、第一
種地域関係と第二種地域関係とは、その内容が異なります。
　第一種地域関係は、どこの煙突から出た煙がどれだけの被害をもたらしたかということ
をはっきりさせることができません。
　したがって、発生した被害を救済するために、全国の汚染原因者が共同してその費用を
負担することとしています。現在、大気汚染の原因は、工場・事業場の煙突から出る煙と
自動車の排気ガスの二つであると割り切り、この両者から出る硫黄酸化物（SOx）と窒素
酸化物（NOx）の量に応じ、工場・事業場 8割（汚染負荷量賦課金として徴収します。）、
自動車 2割の割合で費用を負担することとしています。
　また、第二種地域関係は、原因物質と疾
病との因果関係が一般的に明らかでありま
すから、原因物質を排出した施設を設置し
た者（これを「特定施設設置者」といいま
す。）が、費用を負担することとなっていま
す。これを特定賦課金といいます。
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問 9 費用負担の考え方、仕組み

　公害健康被害補償制度における費用負担の考え方、仕組みはどうなっ
ていますか。



○補償給付費等の負担方法

2　健康被害予防事業の実施費用
　健康被害予防事業を実施するために必要な費用は、総額約 500 億円の基金を設け、その
運用益により賄うことにしています。健康被害予防事業は、現在の大気汚染が健康に何ら
かの影響を及ぼしている可能性は否定できないという状況を踏まえ、大気汚染の影響によ
る健康被害を予防するために行われるものであり、大気汚染の原因となる物質を排出する
施設を設置する事業者及び大気汚染に関連のある事業活動を行う者に拠出金の拠出を求
め、これにより基金を設けています。また、健康被害予防事業は、健康被害予防のための
一般的な対策を補完し、より効果あるものとするものであり、国からも基金に関する財政
上の措置（出資）が講じられています。

○健康被害予防事業に係る基金

　　注　基金は平成 6年度末に目標額の積上げを完了しました。

第一種地域 第二種地域

補償給付費

給付事務費

徴収事務費

注　給付事務費とは県知事又は市長が行う事務の処理に要する費用をいい、徴収事務費とは
　環境再生保全機構が行う事務の処理に要する費用をいいます。

公 害 保 健
福祉事業費

汚
染
負
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量
賦
課
金

（
事　
　

業　
　

者
）
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者
）
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（
事
業
者
）

（
自
動
車
重
量
税
）

別　

法　

律

８：２
国

県
又
は
市

国
県
又
は
市

1/4 1/42/4 1/4 1/42/4

国
1/2

県又は市
1/2

国
1/2

県又は市
1/2

汚染負荷量賦課金（事業者）
一部交付金

特定賦課金（事業者）
一部交付金
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基　　金

（約500億円）

拠出

出資

大気の汚染の原因となる物質を排出
する施設を設置する事業者

大気の汚染に関連のある事業活動
を行う者

国の財政上の措置

約400億円

約100億円



毎年約８千５百の事業所が、汚染負荷量賦課金の納付を行なっています。
これらの事業所が申告納付した賦課金は、自動車重量税収入の一部と合わせ、公

害健康被害者に対する補償給付等の財源に充てられることとなっており、極めて重要な役
割を果たしています。
　補償給付のうち、主なものが１）「療養の給付及び療養費」つまり医療費と２）障害補
償費で、全体の４分の３を占めています。このほか、３）遺族補償費、４）遺族補償一時
金、５）児童補償手当、６）療養手当、７）葬祭料の各種給付制度があります（問 7参照）。
これらの費用は全額を汚染原因者の負担分として汚染負荷量賦課金（8割）と自動車重量
税収入の一部（2割）によって、賄われています。
　汚染負荷量賦課金が既被認定者にまで到達する仕組みは、次のようになっています。
　まず、各事業者が、環境再生保全機構に、賦課金を申告、納付します。機構は、政府か
ら交付を受けた自動車重量税収入の一部と合わせて、県市区の請求に応じ必要なお金を送
ります。県市区は、医療機関や被害者の請求に基づき補償給付の支払をします。
　このほか、公害による健康被害を予防したり、健康を回復させる事業として、公害保健
福祉事業があります。この事業に必要な資金として、2分の 1は国、県市区により負担さ
れますが、残りの２分の１は、汚染原因者分として、汚染負荷量賦課金（残り 2分の 1の
8割）と自動車重量税収入の一部（残り 2分の 1の 2割）によって、賄われています。
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問 10 汚染負荷量賦課金 ①

　多くの企業が、毎年多額の賦課金を支払っていますが、公害健康被害
者の救済にどのように役立っているのですか。
　また、賦課金等が徴収され、最終的に被害者救済に至るまでの仕組み
はどうなっていますか。



汚染負荷量賦課金は、汚染原因者負担の原則に基づき、第一種地域の公害健康被
害者に対する補償給付等に要する費用のうち 8割分に充てるために、次に述べる

全国の事業者に対して排出量に応じて負担を求めるものです。
　なお、昭和 63 年 3 月 1 日に第一種地域の指定がすべて解除されており、63 年度以降に
徴収する賦課金は、指定解除前に申請して認定を受けた既被認定者に関する補償給付等に
要する費用に充てられることになります。
　賦課金を納付しなければならない事業者（納付義務者）は、既被認定者が制度上指定解
除前の大気汚染の影響により健康を損なったものと考えられることから、指定解除前に煙
を排出していた全国の事業者が費用を共同して負担するとの考え方に基づき、62 年 4 月 1
日において、次の要件に該当する工場・事業場を設置していた者とされています。
　１）硫黄酸化物（SOx）を排出し得る大気汚染防止法の規制の対象となっている一定の
　　　施設（ばい煙発生施設といいます。）等が設置されていること。
　２）工場・事業場の全施設の「最大排出ガス量」が、次に示す値以上のものであること。
　　　　旧指定地域に所在するもの　　　5,000 m3N ／時
　　　　その他の地域に所在するもの　　10,000 m3N ／時
　　　　（なお、「最大排出ガス量」、「m3N」については、問 12 を参照して下さい。）
　納付義務者の要件を満たしている事業者は、その工場・事業場を全国どの地域に設置し
ていても、賦課金を申告・納付する義務が生じることとなります。
　なお、本制度が汚染原因者負担の原則を基本としている以上、経営状態が悪化している
事業者であっても他の事業者と同様に賦課金を申告・納付しなければなりません。
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問 11 汚染負荷量賦課金 ②

　どのような事業者が汚染負荷量賦課金を納付しなければならないので
すか。



汚染負荷量賦課金の納付の対象となる工場・事業場は、昭和 62 年 4 月 1 日にお
ける最大排出ガス量の規模によって指定解除前に地域指定されていた地域とその

他地域別に次のとおりとなっています。
　
　　　旧指定地域：最大排出ガス量が 5,000 m3N ／時以上
　　　その他地域：最大排出ガス量が 10,000 m3N ／時以上

注　「最大排出ガス量」とは、工場・事業場に設置されるばい煙発生施設等におい
て発生し、大気中に排出される排出ガス全体の 1時間当たりの量を標準状態（温度
が０℃で圧力が 1気圧の状態）に換算したものの最大値の合計をいいます。
　また、「１m3N」は、「１立法メートルノーマル」といい、標準状態に換算した後
の気体 1立方メートルのことをさします。

　
　このように、賦課金の納付義務者は一定規模以上の工場・事業場を設置していた事業者
に限ることとしています。これは零細な工場・事業場は、その個々の大気汚染に対する寄
与度が著しく小さく、その負担すべき賦課金の額も少額であり、もし、これらの零細な工
場・事業場まで費用を負担することとすれば、徴収される賦課金額に比べて徴収コストが
ぼう大なものとなって極めて非効率となるためです。
　ただし、旧指定地域にあっては、ある程度規模の小さい工場・事業場でも、集中してい
ることによって、被害発生に寄与したものと考えられますので、その他地域より小規模の
工場であっても納付義務者となります。
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問 12 汚染負荷量賦課金 ③

　どの程度の規模の工場・事業場が汚染負荷量賦課金の納付の対象にな
るのでしょうか。



納付義務者が納付すべき汚染負荷量賦課金の額は、納付義務者が排出した硫黄酸
化物（SOx）の排出量に応じて算定することになります。昭和 63 年度以降に申告・

納付する賦課金の額は、指定解除前の算定基礎期間（57 年から 61 年までの 5年間）にお
ける硫黄酸化物（SOx）の排出量（過去分排出量）を基本に、各前年の SOxの排出量（現
在分排出量）も勘案して算定されます。具体的には、全国一律の SOx の単位排出量当た
りの賦課金額（過去分賦課料率）にその事業者の算定基礎期間における SOx の累積換算
量を乗じて得た「過去分賦課金額」と、各事業者の所在する地域に適用される SOx の単
位排出量当たりの賦課金額（現在分賦課料率）にその事業者の前年 1年間の SOx の総排
出量を乗じて得た「現在分賦課金額」とを合算した金額を申告・納付することになります。
　なお、過去分賦課料率及び現在分賦課料率は、毎年度、政令で定められます。

　賦課金額＝過去分賦課金額＋現在分賦課金額
　　　　　過去分賦課金額
　　　　　　　＝過去分賦課料率×各事業者の算定基礎期間における SOx累積換算量
　　　　　現在分賦課金額
　　　　　　　＝現在分賦課料率×各事業者の前年の SOx排出量

（試算例）
・算定基礎期間における SOx 累積換算量 5 万 m3N
・前年における SOx 排出量 1 万 m3N
・過去分賦課料率 500 円 /m3N
・現在分賦課料率 1,000 円 /m3N
賦課金額＝ 50,000m3N × 500 円 /m3N ＋ 10,000m3N × 1,000 円 /m3N
　　　　＝ 25,000,000 円＋ 10,000,000 円
　　　　＝ 35,000,000 円

注１　SOxの年間排出量は、全暦年（１月～ 12 月）の排出量ですが、年間排出量の算定については、
一定の算定方法が定められています。

注２　SOx の累積換算量は、算定基礎期間における各年の SOx の年間排出量に地域に応じ各年
ごとに政令で定める係数（換算係数）を乗じて換算した量を累積してもとめます。

注３　賦課金額の計算は、まず過去分賦課金額及び現在分賦課金額について１円未満の端数が生
じたときは、これを切り捨て、次の両者の合計額について 100 円未満の端数が生じたときは、
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問 13 汚染負荷量賦課金 ④

　汚染負荷量賦課金の額はどのようにして計算するのですか。



SOx排出年
地　　域

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

大阪ブロック（大阪、豊中、吹田、
　守口、東大阪、八尾、堺、尼崎）　
東京ブロック
　　　（東京19区、横浜、川崎）

名古屋ブロック（名古屋、東海）

四日市ブロック（四日市、楠町）

神戸ブロック（神戸）

千葉ブロック（千葉）

富士ブロック（富士）

福岡ブロック（北九州、大牟田）

岡山ブロック（倉敷、玉野、備前）

その他地域

 昭和57年 昭和58年 昭和59年 昭和60年 昭和61年

 2.55919 3.06364 3.31894 4.14196 5.36290

 1.54898 1.85431 2.00883 2.50698 3.24597

 1.41429 1.69306 1.83415 2.28898 2.96371

 1.07755 1.20933 1.31011 1.63499 2.11694

 1.34694 1.61244 1.74681 2.17998 2.96371

 1.34694 1.61244 1.74681 2.17998 2.96371

 1.07755 1.28995 1.39745 1.63499 2.11694

 0.94286 1.12871 1.22277 1.63499 2.11694

 0.94286 1.12871 1.22277 1.52599 2.11694

 0.14966 0.17916 0.19409 0.24222 0.31362

換　算　係　数

注　楠町は平成17年2月から四日市市と合併
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（参考）

これを切り捨てることになっています。



汚染負荷量賦課金の賦課料率とは、各事業者が納付すべき賦課金の額を算定する
ときに必要な、「硫黄酸化物（SOx）1 立方メートル当たりの賦課金額」のこと

をいい、「過去分賦課料率」と「現在分賦課料率」が定められています。
　賦課料率は、毎年度、その年度に必要な経費と過去分及び現在分の SOx 排出量を基礎
として定められます。
（1）過去分賦課料率
　過去分賦課料率は、当該年度に必要と見込まれる補償給付費等のうち事業者の負担分で
ある 8割に相当する額（要徴収額）に過去分の負担割合（6割）を乗じて得た金額を、算
定基礎期間における全国の SOx累積換算量で割ることによって算出されます。

（2）現在分賦課料率
　現在分賦課料率は、旧指定地域とその他地域の間に格差が設けられているほか、補償給
付等に要する費用の多い地域に所在する事業者にはより多くの負担を求めるため旧指定地
域の間にも格差が設けられています。
　したがって、具体的な賦課料率は、まず、要徴収額に現在分の負担割合（4割）を乗じ
て得た金額を、前年の全国の調整 SOx排出量で割り、その他地域の賦課料率を算定します。
　次に、その他地域の賦課料率を 9倍し、これに各旧指定地域の料率格差を乗じることに
より、各旧指定地域の賦課料率を算出します。

注「調整 SOx 排出量」とは、旧指定地域の負担を大きくするため全国の SOx 総排出量を加重する

要徴収額の6割
算定基礎期間における
全国のSOx累積換算量

過去分賦課料率の算出の考え方

＝　Ｒ　……過去分賦課料率

要徴収額の4割
調整SOx排出量

各地域の現在分賦課料率の算出の考え方

＝　Ｒ　…… その他地域の現在分賦課料率

旧指定地域の賦課料率＝Ｒ×９×料率格差
例えば、患者が多く、赤字となっているＡ地域の料率格差を1.70と
すれば、Ｒ×９×1.70で算出されます。
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問 14 汚染負荷量賦課金 ⑤

　汚染負荷量賦課金の賦課料率はどのようにして決められるのですか。
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必要があることにかんがみ、次式により調整を行った前年の SOx総排出量のことをいいます。
　　調整 SOx 排出量 =（旧指定地域の各地域の SOx排出量を 9倍し、これに料率の格差
　　　　　　　　　　　を乗じたものを合計した量）+（その他地域の SOx排出量）

（参考資料）
　Ⅰ　公害健康被害補償制度の仕組み
　　８．平成 20 年度汚染負荷量賦課金の賦課料率および料率格差　P.41



公害健康被害補償制度においては、大気汚染による健康被害については、その費
用は全国の事業者が共同して負担することが適当であることなどから、全国の事

業者に費用の負担を求めることとしています。しかしながら、汚染負荷量賦課金の賦課料
率については、旧指定地域と「その他地域」に対して同一の負担を求めるのは不公平であ
ることなどから、両地域間に格差を設けることとされています。
　現在分の賦課料率は、「大気の汚染の状況に応じた地域の別に従い」定めることとされ
ており、具体的には、旧指定地域内に所在する事業者が本制度に要する費用のかなりの部
分を負担すべきであるとの考え方を勘案し、旧指定地域の賦課料率の平均と「その他地域」
の賦課料率では 9対 1の格差が設けられています。
　なお、過去分の賦課料率は、全国一律の料率が定められていますが、過去分賦課金額の
算定に際し、算定基礎期間における硫黄酸化物（SOx）の排出量を地域格差等を勘案して
換算することとしています（問 13 参照）。
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問 15 汚染負荷量賦課金 ⑥

　賦課料率が指定地域とその他の地域とで異なるのはどういう理由です
か。



昭和 51 年度までは、指定地域の賦課料率は一律であったため、制度施行以来の
収支実績をみますと、指定地域によっては、補償給付の給付費（支出）と汚染負

荷量賦課金の額（収入）とが著しく乖離しているところが生じていました。
　これは、指定地域内において、指定疾病に影響を与える大気汚染の程度に違いがあった
ためと考えられます。このような事態を是正するため、昭和 52 年度より、指定地域の賦
課料率について、指定地域を近接するブロックにまとめ、そのブロックごとに指定疾病に
影響を与える大気汚染の状況に応じた格差が導入されました。
　具体的な格差の基本的な考え方は、指定地域のブロックごとの制度施行以来の補償給付
支出の実績と汚染負荷量賦課金の収入実績をもとに、SOx の排出量が比較的少ないにも
かかわらず給付支出が多いために収支差が赤字となっている地域は、収支差の 1/2 を是正
することを目安に自己負担を増加させるべく平均より賦課料率を高くすることとしていま
す。逆に、黒字となっている地域では、黒字幅の 1/2 の負担を軽減するべく賦課料率を平
均より低くすることとしています。

　このような賦課料率の格差の導入により、被認定者が少なく、収支が黒字となっている
指定地域の事業者は相対的に少なく負担をし、また被認定者が多く、収支が赤字となって
いる地域の事業者には多くの負担を求めるという仕組みがとられています。
　第一種地域の指定解除後における賦課金の算定に当たっても以上のような考え方により
地域別の不公平の是正を図ることとしています。
　なお、過去分賦課料率については、過去分賦課金額の算定に際し、算定基礎期間におけ
る硫黄酸化物（SOx）の排出量を地域格差等を勘案して換算することとしており、全国一

黒　字　地　域
（岡山、福岡等）
収入 ＞ 支出

赤　字　地　域
（大阪、東京等）
収入 ＜ 支出

収支差（赤字）の1/2を自己負担と
するため、その分指定地域の平均
の賦課金率をより高くする。

収支差（黒字）の1/2を軽減するた
め、その分指定地域の平均の賦課
料率より低くする。

指定地域の賦課料率の格差の基本的な考え方
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問 16 汚染負荷量賦課金 ⑦

　指定地域の中でも給付費よりも賦課金が大幅に上回っている地域が
あったり、逆に給付費よりも賦課金が著しく少ない地域があったりしま
すが、不公平ではないでしょうか。



律の料金が定められています。

（参考資料）
　Ⅰ　公害健康被害補償制度の仕組み
　　８．平成 20 年度汚染負荷量賦課金の賦課料率および料率格差　P.41
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汚染負荷量賦課金の賦課料率は、翌年度に既被認定者に支給される補償給付等
の見込額と算定基礎期間（昭和 57 年から 61 年まで）の全国の硫黄酸化物（SOx）

の累積換算量及び前年（1月から 12 月）の全国の SOx の年間排出量を基礎にして計算さ
れます。したがって、賦課料率の決定に当たっては、これらの数字が正確に把握できてい
なければなりませんので、賦課料率が決まる時期も、これらの数字が固まる時期によって
決まってきます。
　このうち、補償給付等の見込額は、その 2割分が自動車分として政府が自動車重量税収
より交付する資金が充てられることとなっていますので、政府の予算案が決まる 1月には
固まります。
　しかし、前年の SOx の年間排出量は、前年の各種燃料使用量や前年の主要事業場にお
ける SOx 排出量などのデータをもとに計算されますが、これらのデータがそろうのが、
どうしても 2月半ばとなってしまいます。
　このため、正式に賦課料率が政令で決まる時期は、毎年、3月末となっています。
　ただし、補償給付費等の見込額は 1月にはわかりますし、前年の SOxの年間排出量も、
おおむね 1月の末ごろには見当がつきますので、会社の管理計画を組む必要から、おおよ
その目安をお知りになりたいときは、2月中旬以降に下記までお問い合わせ下さい。

◇問い合わせ先
環境省環境保健部企画課賦課係
TEL 03-3581-3351　（内線）6312
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問 17 汚染負荷量賦課金 ⑧

　賦課料率を事務処理の関係上早く知りたいのですが、毎年いつ頃、賦
課料率がわかるのでしょうか。



汚染負荷量賦課金の申告・納付は、法人税の場合と同様に、事業者が自主的に納
付額を申告し、これを納付する仕組みとなっています。すなわち、各事業者は、

算定基礎期間における硫黄酸化物（SOx）の累積換算量と過去分賦課料率、前年に排出し
た SOx の総排出量と現在分賦課料率をもとに自分が納付すべき賦課金の額を計算し、こ
の金額を年度の初日から 45 日以内に環境再生保全機構に申告・納付することとなってい
ます。（汚染負荷量賦課金の額の計算方法は、問 13 を参照して下さい。）。
　具体的には、賦課金の申告は、所要事項を記載した汚染負荷量賦課金申告書に所定の書
類を添付して、原則として機構の業務委託を受けている地元商工会議所に提出することに
よって行います。また、納付は、環境再生保全機構の窓口又は金融機関の本店・支店にお
いて所定の納付書によって行います。納付の期限は、申告書の提出期限と同じく年度の初
日から 45 日以内となっていますが、賦課金額が 30 万円以上である事業者は、延納の申請
をすれば、年 4回に分けて納付することができます。
　なお、汚染負荷量賦課金申告書及び添付書類は、用紙申告のほかFD申告または、オン
ライン申告により提出することも可能です。
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問 18 汚染負荷量賦課金 ⑨

　汚染負荷量賦課金の申告・納付はどのようにするのですか。



公害健康被害補償制度においては、一定規模以上のばい煙発生施設等を設置し
ている事業者で、大気中に硫黄酸化物（ SOx）を排出している者は、その工場・

事業場が全国どこに存在していても、汚染負荷量賦課金を納めなければならないことに
なっています。
　これは、大気汚染による健康被害については、個々の汚染物質排出者ごとに疾病との因
果関係を識別して費用負担を求めることは困難なことから、ばい煙を排出し大気を汚染し
ている事業者全体が費用を共同して負担することとしていることによるものです。
　具体的には、全国の、ばい煙発生施設等を設置し汚染物質を排出する事業者に対し、
SOx の排出量の割合をもって大気汚染にたいする寄与度とみなし、これに応じて費用負
担を求めるという制度的取決めの下に、全国の事業者がその SOx の排出量に応じて賦課
金を納付することとされています。
　第一種地域の指定解除後においても、以上のような考え方により、昭和 62 年 4 月 1 日
において所定の要件に該当するばい煙発生施設等を設置していた全国の事業者が賦課金を
納付することになります（問 11 参照）。
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問 19 汚染負荷量賦課金 10

　指定地域でない地域でもどうして汚染負荷量賦課金を納めなければな
らないのですか。



汚染負荷量賦課金は、第一種地域の公害健康被害者に対して支払われる医療費、
障害補償費などの補償給付に要する費用に充てるために徴収されるものであり、

もし、これが徴収されないと補償給付の支給ができなくなるなど、極めて重要な性格をもっ
ています。
　このような重要性にかんがみ、賦課金が確実に徴収できるように、環境再生保全機構に
は、国税などと同様な手続により賦課徴収できる権限が与えられています。
　具体的には、事業者から申告書の提出がなかったときには、機構は賦課金の額を決定し、
事業者に通知することになっています。また、事業者が賦課金を納付しないときには、機
構は期限を指定して督促を行い、さらに、督促を受けた事業者がその指定の期限までに納
付しなかった場合には、国税の滞納処分と同様の手続によって滞納処分（差し押さえなど）
を行うことになっています。
　なお、このほか、機構には、賦課金の額の決定に必要な資料の提出を事業者に求めるこ
とができる権限があたえられています。
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問 20 汚染負荷量賦課金 11

　汚染負荷量賦課金を申告・納付しなかったらどうなりますか。



自動車については、1台ごとの大気汚染に対する寄与度は小さいものと考えられ
ますが、現在、全国で 7,700 万台以上にもなる自動車を総体としてみれば、大気

汚染に対する寄与は、相当なものとなります。そこで、個々の自動車ではなく総体として
の自動車も、大気汚染の共同原因者として、大気汚染の形でもたらす社会的費用を負担す
べきであると考えられました。
　自動車の具体的な費用負担の方式については、制度発足時の中央公害対策審議会の答申
（昭和 48 年 4 月 5 日）では、
　１）自動車の使用燃料（軽油、ガソリンなど）に着目して賦課金をかける方式
　２）自動車重量税収から一部を引き当てる方式
の二つの方式が考えられ、政府において両案の長所、短所を慎重に比較考慮の上、決定す
べきであるとされていました。
　これを受け、制度発足以降、自動車重量税収引当方式が採用されましたが、中央公害対
策審議会においては、52 年 12 月には、「当面昭和 53 年度以降においても自動車重量税収
の一部を引き当てる方式を踏襲することが適当である」（意見具申）とされ、その後も、
引き続き同方式によることが適当との判断が示されてきました。また、61 年 10 月には、
第一種地域の指定解除後においても「既被認定者の補償給付に係る費用については自動車
重量税引当て方式が適当と考えられる」（答申）とされています。
　さらに、平成 14 年 12 月には、自動車重量税収引当措置が平成 14 年度で期限切れとな
ることから、中央環境審議会環境保健部会において検討が行われ、平成 15 年度以降も引
き続き自動車重量税収引当方式によることが適当であるとされました。これは、自動車重
量税という税が、自動車の走行がもたらす諸社会的費用に充てるため設けられたものであ
り、これを引き当てることが依然として合理的で、現実的であると判断されたからです。
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問 21 自動車の費用負担形式

　公害健康被害の補償給付の費用の一部を自動車が負担しているといわ
れますが、どういう理由で、どのような方式で負担をしているのですか。



特定賦課金とは、水俣病やイタイイタイ病のような特異的な疾病にかかっている
者に対する補償給付に必要とされる費用に充てるために、疾病の原因となる物質

を排出した事業者から賦課徴収するものをいいます。
　水俣病やイタイイタイ病は、大気汚染による疾病と異なり、個々の疾病と原因物質との
因果関係は相当明らかなものですので、その費用については、指定疾病に影響を与える水
質汚濁等の原因をなした事業者に個々に賦課していくこととなっています。
　特定賦課金については、次の 3つの要件を満たす事業者が納付することとなります（こ
の者を「特定施設等設置者」と呼んでいます。）。

　１）当該疾病に影響を与える大気の汚染又は水質の汚濁の原因である物質を排出した
　　　こと。
　２）排出した物質が指定地域の大気の汚染又は水質の汚濁の原因となっていること。
　３）大気汚染防止法に規定するばい煙発生施設や特定施設、水質汚濁防止法に規定す
　　　る特定施設を設置していること（過去に施設を設置していて、現在はその施設を
　　　設置していないものも含まれます。）。

　この要件を満たす特定施設等設置者が複数存在するような場合は、補償給付に必要な額
をそれぞれの汚染の原因の程度に応じて分割した額を納付することとなります。
　特定賦課金については、申告納付の方法式はとられておらず、環境再生保全機構におい
て、個々の指定地域ごとの事情を調査した上、納付義務者を特定しその賦課金の額を決定
して、納入告知書によって通知を行うこととなっています。
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問 22 特定賦課金

　特定賦課金とはどういうものですか。



独立行政法人環境再生保全機構は、「特殊法人等整理合理化計画」（平成 13 年 12
月 19 日閣議決定）において、「公害健康被害補償予防協会は解散し環境事業団の

地球環境基金事業等を統合した上で、独立行政法人化すること」とされたことを受け、平
成 16 年 4 月に設立された法人です。
　機構の主な業務は、次の通りです。
　１）大気汚染や水質汚濁の影響による健康被害の補償業務
　２）大気汚染による健康被害を予防するために必要な事業に係る業務（公害健康被害
　　　予防事業）
　３）日本国内及び開発途上地域の環境保全に取り組む民間団体への助成事業
　４）ポリ塩化ビフェニル廃棄物の処理費用等の助成
　５）廃棄物の最終処分場の維持管理に係る費用の管理業務
　６）石綿による健康被害の救済業務
　これら業務のうち、１）と２）は公害健康被害補償法に基づき公害健康被害補償予防協
会が従来実施してきた業務を引き継いでいます。この機構には、理事長 1人、理事 3人、
監事 2人が置かれています。

（本 部）
〒212-8554
神奈川県川崎市幸区大宮町1310番
ミューザ川崎セントラルタワー8F
TEL.  044-520-9503（補償業務部）
FAX. 044-520-2133

（大阪支部）
〒530-0002
大阪府大阪市曽根崎新地1-1-49　梅田滋賀ビル4F
TEL.  06-6342-0780
FAX. 06-6342-0260
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問 23 独立行政法人環境再生保全機構

　独立行政法人環境再生保全機構とはどういう性格の法人でどのような
業務をしているのですか。



都道府県知事等が行った認定や補償給付の支給に関する処分に不服がある場合
は、まず、その処分を行った都道府県知事等に対して異議申立てをすることがで

きます。さらにその異議申立てに対する都道府県知事等の決定に不服があるときや、異議
申立てをした日から 2か月を過ぎてもなお都道府県知事等が決定をしない場合には、公害
健康被害補償不服審査会に対して審査請求をすることができます。この不服審査会は、不
服事案の審査に当たっては専門的、技術的知識に基づき適正かつ迅速な処理を行う必要が
あることから、公害健康被害の補償等に関する法律に基づき特別に設けられたものです。
　なお、処分に不服のある者は、裁判所に対して処分の取消しの訴えを起こすこともでき
ますが、この処分の取消しの訴えは、公害健康被害補償不服審査会の審査請求に対する裁
決を得た後でなければならないこととされています。
　また、環境再生保全機構が賦課金の徴収に関して行った処分に対して不服がある者は、
環境大臣に対して、行政不服審査法による審査請求をすることができます。機構の処分は、
一種の行政権の行使に当たる行為でありますし、この処分行為はかなり定型的に行われる
ものですから、監督官庁である環境大臣に対して審査請求を行うことが適当であると考え
られたものです。
　機構の行った処分に対しては、不服申立ての他に、行政事件訴訟法によって直接裁判所
に対して処分の取り消しを請求することができますが、このような訴えはその処分につい
ての審査請求に対する環境大臣の裁決を経た後でなければ、提起することができないこと
とされています。
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問 24 認定又は処分の救済

　公害病であるかどうかの認定や、環境再生保全機構が賦課徴収につい
て行なった処分に不服がある場合には、どうすれば救済されますか。



参考資料

Ⅰ　公害健康被害補償制度
の仕組み
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Ⅰ．公害健康被害補償制度の仕組み
１．公害健康被害の補償等に関する法律の概要（第一種地域関係）
〔制度の発足〕　昭和49年９月（昭和63年３月改正法施行）
〔制度の趣旨〕　本来当事者間で民事上の解決が図られるべき公害健康被害について補償を

行い，被害者の迅速・公正な保護を図るとともに，大気汚染による健康被害
の予防のための事業を行い，地域住民の健康の確保を図るものである。

既 認 定 患 者

旧指定地域の自治体の長

独立行政法人環境再生保全機構 基　　　　  金（約500億円）

公害健康被害予防事業
（
受
給
者
）

（
制
度
の
実
施
機
関
）

補
償
給
付
の
支
給

納
付
金

賦
　
課
　
金

認
定
の
更
新
等

自
動
車
重
量
税

拠
　
出

拠
　
出

出
　
資

国

国
工
場
な
ど

自
動
車

工
場
な
ど
の
排
出
事
業
者

大
気
汚
染
に
関
連
の
あ
る
事

業
活
動
を
行
う
者

（約400億円） （約100億円）

８ 対 ２

（汚染負荷量賦課金申告事業所数）
全国約8,500ヶ所

①機構が実施

②地方公共団体
　が行う事業に
　対する助成等　

１調査研究
２知識の普及
３研修

１大気環境改善の
　ための計画作成
２健康相談
３健康診査
４機能訓練
５施設等整備

基金の運用益により実施
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２．平成20年度公害健康被害補償制度費用負担見込（旧指定地域）
　（1）補償給付費等納付金所要額 （百万円：％）

区　　　　　分 平成19年度 平成20年度 増△減 増△減率

Ⅰ 補 償 給 付 費
（1） 療養の給付及び療養費
（2） 障 害 補 償 費
（3） 遺 族 補 償 費
（4） 遺 族 補 償 一 時 金
（5） 児 童 補 償 手 当
（6） 療 養 手 当
（7） 葬 祭 料

57,241
21,033
25,344
3,861
1,014
0

5,765
224

54,353
20,241
24,029
3,285
973
0

5,604
221

△ 2,888
△ 792
△ 1,315
△ 576
△ 41
 0
△ 161
△ 3

△ 5.0
△ 3.8
△ 5.2
△ 14.9
△ 4.0
 －
△ 2.8
△ 1.3

Ⅱ 公 害保健福祉事業費 108 111  3  2.8

Ⅲ 合　計（予備費を含む） 57,921 55,007 △ 2,914 △ 5.0

　（2）費用負担内訳 （百万円：％）
Ⅰ 汚 染 負 荷 量 賦 課 金
１． （1） Ⅲ　 の　80　 ％
２． 徴 収 事 務 費 等

46,916
46,337
579

44,554
44,006
548

△ 2,362
△ 2,331
△ 31

△ 5.0
△ 5.0
△ 5.4

Ⅱ 公害健康被害補償に係る
 納 付 金 財 源 交 付
 （（1） Ⅲ　 の　20　 ％）

11,584 11,001 △ 583 △ 5.0

合　　　　　計 58,500 55,555 △ 2,945 △ 5.0
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３．給付の概要

項　　目 性　　　　格 支　　給　　内　　容
関係条文

法　律 政令等

１． 療養の給付
及び療養費

指定疾病に係る医
療費

診療報酬の額の算定方法は，法22条に
基づき，健康保険の点数表とは別体系
のものとして公害医療機関の診療方針
等に即して環境庁告示で定められてい
る。

３条１項
１号
19条
24条

環境省告
示

２． 障害補償費 労働能力の喪失等
による逸失利益相
当分に，慰謝料的
要素を加味したも
の

15才以上の被認定者に支給されるもの
で，労働者の性別，年令階層別の平均
賃金の80％相当レベルで定められてい
る障害補償標準給付基礎月額に相当す
る金額に障害の程度に応じた次の支給
率を乗じて算定した額を支給する。
（支給率）
特級，１級 100％
２級  50〃
３級 30〃
なお，特級については，介護加算があ
る。

３条１項
２号
25条

令　９　条
令　10　条
令　11　条
令　12　条

環境省告
示

３． 遺族補償費 指定疾病に起因し
て死亡した場合
に，死亡被認定者
の逸失利益と慰謝
料相当分及び被認
定者の遺族固有の
慰謝料相当分を補
償するもの

被認定者によって生計を維持していた
一定の遺族に対して，労働者の性別，
年令階層別の平均賃金の70％相当レベ
ルで定められている遺族補償標準給付
基礎月額に相当する金額（他原因があ
る場合は，これを参酌した金額）を10
年を限度として支給する。

３条１項
３号
29条

令　15　条
令　17　条

環境省告
示

４． 遺族補償一
時金

同上 遺族補償費を受けられる遺族がいない
場合に一定の遺族に対して上記遺族補
償標準給付基礎月額の36ケ月分に相当
する金額を，一括支給する。

３条１項
４号
35条

令　18　条

５． 児童補償手
当

指定疾病により，
児童の学業や成長
に支障を生じ，ま
たその養育に手間
が掛かることにつ
き，慰謝料的要素
も考慮して支給す
るもの

15才未満の児童に対して障害の程度に
応じて支給される。
なお，特級については介護加算がある。

３条１項
５号
39条

６． 療 養 手 当 入通院に要する交
通費等の諸雑費を
てん補するもの

１ケ月の入院・通院期間に応じて支給
する。

３条１項
６号
40条

令　22　条
令　23　条

７． 葬 祭 料 指定疾病に起因し
て死亡した場合

通常葬祭に要する費用を支給する。 ３条１項
７号
41条

令　24　条
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４．障害の程度（障害補償費）
区　分 障　　　害　　　の　　　程　　　度 給付率

特級※
労働することができず，日常生活に著しい制限を受ける程度の心身の状
態で，指定疾病の種類に応じて環境大臣が定める基準に該当し，かつ，
当該指定疾病につき常時介護を必要とするもの

1.0

１　級

労働することができず，日常生活に著しい制限を受けるか，又は労働し
てはならず，日常生活に著しい制限を加えることを必要とする程度の心
身の状態で，指定疾病の種類に応じて環境大臣が定める基準に該当する
もの

1.0

２　級
労働に著しい制限を受け，日常生活に制限を受けるか，又は労働に著し
い制限を加え，日常生活に制限を加えることを必要とする程度の心身の
状態で，指定疾病の種類に応じて環境大臣が定める基準に該当するもの

0.5

３　級
労働に制限を受け，日常生活にやや制限を受けるか，又は労働に制限を
加え，日常生活にやや制限を加えることを必要とする程度の心身の状態
で，指定疾病の種類に応じて環境大臣が定める基準に該当するもの

0.3

注　特級には介護加算がある。

５．障害補償標準給付基礎月額（平成20年度） （単位：千円）
年　齢　階　層 男 女

（才）
　　～　19
20　～　24
25　～　29
30　～　34
35　～　39
40　～　44
45　～　49
50　～　54
55　～　59
60　～　64
65　～

－
185.4
225.9
265.8
310.5
345.4
358.7
361.0
339.4
245.2
218.2

－
161.7
184.1
197.8
210.8
211.1
205.2
198.4
190.7
166.8
166.8
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６．遺族補償標準給付基礎月額（平成20年度） （単位：千円）
年　齢　階　層 男 女

（才）
　　～　19
20　～　24
25　～　29
30　～　34
35　～　39
40　～　44
45　～　49
50　～　54
55　～　59
60　～　64
65　～

－
162.2
197.7
232.6
271.7
302.2
313.9
315.9
297.0
214.6
190.9

－
141.5
161.1
173.1
184.5
184.7
179.5
173.6
166.9
145.9
145.9

７．その他の補償給付（平成20年度）
補　償　給　付　の　種　類 金　　額 適用時期

介護加算額
  15日以上
 入院 ８～14日
  ７日以内
療 養 手 当  第一種地域　15日以上
 

通院
 第二種地域　８日以上

  第一種地域　４～14日
  第二種地域　２～７日
葬 祭 料  ※（注）

46,700円
35,900円
33,900円

25,000円

23,000円

664,000円

平成20年４月分
から

平成20年４月分
から

（注）葬祭料以外の給付金額は月額である。
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８．平成20年度汚染負荷量賦課金の賦課料率及び料率格差

ブロック名

平成19年度 平成20年度

過 去 分
賦課料率

現在分賦課料率
過 去 分
賦課料率

現在分賦課料率

賦課料率
区 分

料率
格差

賦課料率
賦課料率
区 分

料率
格差

賦課料率

旧　

指　

定　

地　

域

大 阪

74円69銭

Ａ 1.70 1,973円55銭

70円01銭

Ａ 1.70 1,811円83銭

東 京 Ｂ 1.15 1,335円05銭 Ｂ 1.15 1,225円65銭

千 葉
Ｃ 1.05 1,218円96銭 Ｃ 1.05 1,119円07銭

神 戸

名古屋 Ｄ 1.00 1,160円91銭 Ｄ 1.00 1,065円78銭

富 士

Ｅ 0.75 870円68銭 Ｅ 0.75 799円34銭
四日市

福 岡

岡 山

その他地域 128円99銭 118円42銭
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９．平成20年度汚染負荷量賦課金のブロック構成

区  分 対象ブロック 旧　指　定　地　域　名

Ａ 大 阪
大阪市，豊中市の一部，吹田市の一部，守口市，東大
阪市の一部，八尾市の一部，堺市の一部，尼崎市の一
部

Ｂ 東 京

東京都（千代田区，中央区，港区，新宿区，文京区，
台東区，品川区，大田区，目黒区，渋谷区，豊島区，
北区，板橋区，墨田区，江東区，荒川区，足立区，葛
飾区，江戸川区），横浜市（鶴見区の一部），川崎市（川
崎区，幸区）

Ｃ

千 葉 千葉市の一部

神 戸
神戸市（東灘区，生田区，灘区，葺合区，兵庫区，長
田区の各区の一部）

Ｄ 名 古 屋
名古屋市（東区，西区，中村区，中区，昭和区，瑞穂
区，中川区，港区，南区の各区の一部，熱田区），東
海市の一部

Ｅ

富 士 富士市の一部

四 日 市 四日市市の一部，旧三重郡楠町

福 岡
北九州市（小倉北区，戸畑区，八幡東区，八幡西区，
若松区の各区の一部），大牟田市の一部

岡 山 倉敷市の一部，玉野市の一部，備前市の一部

注　三重郡楠町は平成17年２月から四日市市と合併
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10．汚染負荷量賦課金の賦課料率の年度別推移 （賦課料率＝SOx1m3N当たりの賦課金額）
年
度

地
域

49年度 50年度 51年度 52年度（1/4） 53年度（1/2） 54年度（1/2）

賦課
料率

賦課
料率

前年
度比

賦課
料率

前年
度比

ブロッ
ク名

賦課
料率
区分

賦課
料率

前年
度比

賦課
料率
区分

賦課
料率

前年
度比

賦課
料率
区分

賦課
料率

前年
度比

旧　

指　

定　

地　

域

15円
84銭

77円
31銭 4.88 209円97銭 2.72

大 阪 Ａ 536円
63銭 2.56 Ａ 774円

52銭 1.44 Ａ 1,293円
30銭 1.67

東 京

Ｂ 383円
31銭 1.83

Ｂ 430円
29銭 1.12 Ｂ 646円

65銭 1.50名古屋

四日市

神 戸

Ｃ 344円
23銭

0.90 Ｃ 581円
98銭 1.69

千 葉
Ｃ 344円

98銭 1.64
1.00

Ｄ 517円
32銭 1.50

富 士 1.00

福 岡
Ｄ 306円

65銭 1.46 Ｄ 301円
20銭 0.98 Ｅ 452円

65銭 1.50
岡 山

その
他
地域

１円
76銭

８円
59銭 4.88 23円33銭 2.72 42円59銭 1.83 47円81銭 1.12 71円85銭 1.50

（賦課料率＝SOx1m3N当たりの賦課金額）
年
度

地
域

55年度（1/2） 56年度（1/2） 57年度（1/2） 58年度（1/2） 59年度（1/2） 60年度（1/2）
賦課
料率
区分

賦課
料率

前年
度比

賦課
料率
区分

賦課
料率

前年
度比

賦課
料率
区分

賦課
料率

前年
度比

賦課
料率
区分

賦課
料率

前年
度比

賦課
料率
区分

賦課
料率

前年
度比

賦課
料率
区分

賦課
料率

前年
度比

旧　

指　

定　

地　

域

Ａ 1,515円
60銭 1.17 Ａ

1,564円
58銭 1.03 Ａ

1,926円
11銭 1.23 Ａ

2,559円
19銭 1.33 Ａ

3,063円
64銭 1.20 Ａ

3,318円
94銭 1.08

Ｂ 871円
47銭 1.35 Ｂ

922円
70銭 1.06 Ｂ

1,135円
91銭 1.23 Ｂ

1,548円
98銭 1.36 Ｂ

1,854円
31銭 1.20 Ｂ

2,008円
83銭 1.08

Ｃ 833円
58銭 1.29 Ｃ

882円
59銭 1.06 Ｃ

1,086円
53銭 1.23 Ｃ

1,414円
29銭 1.30 Ｃ

1,693円
06銭 1.20 Ｃ

1,834円
15銭 1.08

Ｄ 644円
13銭

1.00 Ｅ 682円
00銭 1.06 Ｅ

790円
20銭 1.16 Ｅ

1,077円
55銭 1.36 Ｆ

1,209円
33銭 1.12 Ｆ

1,310円
11銭 1.08

1.11
Ｄ 722円

12銭 1.12 Ｄ
938円
36銭 1.30 Ｄ

1,346円
94銭 1.44 Ｄ

1,612円
44銭 1.20 Ｄ

1,746円
81銭 1.08

1.24

Ｅ 568円
35銭 1.10 Ｆ

601円
76銭 1.06 Ｆ

740円
81銭 1.23 Ｅ

1,077円
55銭 1.46 Ｅ

1,289円
95銭 1.20 Ｅ

1,397円
45銭 1.08

Ｆ 492円
57銭 1.09 Ｇ

521円
53銭 1.06

Ｇ 691円
43銭 1.33

Ｆ 942円
86銭

1.36
Ｇ 1,128円

71銭 1.20 Ｇ
1,222円
77銭 1.08

Ｈ 642円
04銭 1.23 1.47

その
他
地域

84円20銭 1.17 89円15銭 1.06 109円75銭 1.23 149円66銭 1.36 179円16銭 1.20 194円09銭 1.08
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（賦課料率＝SOx1m3N当たりの賦課金額）
年
度

地
域

61年度（1/2） 62年度（1/2） 63年度（1/2） 平成元年度（1/2） 平成２年度（1/2） 平成３年度（1/2）
賦課
料率
区分

賦課
料率

前年
度比

賦課
料率
区分

賦課
料率

前年
度比

賦課
料率
区分

現在分
賦課料
率

過去分
賦課料
率

賦課
料率
区分

現在分
賦課料
率

過去分
賦課料
率

賦課
料率
区分

現在分
賦課料
率

過去分
賦課料
率

賦課
料率
区分

現在分
賦課料
率

過去分
賦課料
率

旧　

指　

定　

地　

域

Ａ 4,141円
96銭 1.25 Ａ

5.362円
90銭 1.29 Ａ

4,573円
59銭

45円
76銭

Ａ 3,737円
83銭

67円
09銭

Ａ 3,050円
78銭

87円
14銭

Ａ 2,313円
51銭

105円
12銭

Ｂ 2,506円
98銭 1.25 Ｂ

3.245円
97銭 1.29 Ｂ

2,843円
04銭 Ｂ 2,388円

06銭 Ｂ 2,004円
80銭 Ｂ 1,565円

02銭

Ｃ 2,288円
98銭 1.25 Ｃ

2,963円
71銭 1.29 Ｃ

2,595円
82銭 Ｃ 2,180円

40銭 Ｃ 1,830円
47銭 Ｄ 1,360円

89銭

Ｅ 1,634円
99銭 1.25 Ｄ

2,116円
94銭 1.29 Ｄ

1,854円
16銭 Ｄ 1,557円

43銭 Ｄ 1,307円
48銭 Ｅ 1,020円

67銭

Ｄ 2,179円
98銭 1.25 Ｃ

2,963円
71銭 1.36 Ｃ

2,595円
82銭 Ｃ 2,180円

40銭 Ｃ 1,830円
47銭 Ｃ 1,428円

93銭

Ｅ 1,634円
99銭

1.17

Ｄ 2,116円
94銭

1.29
Ｄ 1,854円

16銭 Ｄ 1,557円
43銭 Ｄ 1,307円

48銭 Ｅ 1,020円
67銭1.34

Ｆ 1,525円
99銭 1.25 1.39

その
他
地域

242円22銭 1.25 313円62銭 1.29 274円69銭 230円73銭 193円70銭 151円21銭

（賦課料率＝SOx1m3N当たりの賦課金額）
年
度

地
域

平成４年度（1/2） 平成５年度（1/2） 平成６年度（1/2） 平成７年度（1/2） 平成８年度（1/2） 平成９年度（1/2）
賦課
料率
区分

現在分
賦課料
率

過去分
賦課料
率

賦課
料率
区分

現在分
賦課料
率

過去分
賦課料
率

賦課
料率
区分

現在分
賦課料
率

過去分
賦課料
率

賦課
料率
区分

現在分
賦課料
率

過去分
賦課料
率

賦課
料率
区分

現在分
賦課料
率

過去分
賦課料
率

賦課
料率
区分

現在分
賦課料
率

過去分
賦課料
率

旧　

指　

定　

地　

域

Ａ 1,860円
63銭

123円
59銭

Ａ 1,875円
63銭

124円
35銭

Ａ 1,998円
18銭

122円
57銭

Ａ 1,809円
53銭

117円
26銭

Ａ 1,850円
08銭

112円
76銭

Ａ 1,809円
38銭

109円
67銭

Ｂ 1,258円
66銭 Ｂ 1,268円

81銭 Ｂ 1,224円
09銭 Ｂ 1,224円

09銭 Ｂ 1,251円
52銭 Ｂ 1,223円

99銭

Ｄ 1,094円
87銭 Ｄ 1,103円

31銭 Ｄ 1,175円
40銭 Ｄ 1,064円

43銭 Ｄ 1,088円
28銭 Ｄ 1,064円

34銭

Ｅ 820円
87銭 Ｅ 827円

48銭 Ｅ 881円
55銭 Ｅ 798円

32銭 Ｅ 816円
21銭 Ｅ 798円

26銭

Ｃ 1,149円
21銭 Ｃ 1,158円

48銭 Ｃ 1,234円
17銭 Ｃ 1,117円

65銭 Ｃ 1,142円
69銭 Ｃ 1,117円

56銭

Ｅ 820円
87銭 Ｅ 827円

48銭 Ｅ 881円
55銭 Ｅ 798円

32銭 Ｅ 816円
21銭 Ｅ 798円

26銭

その
他
地域

121円61銭 122円59銭 130円60銭 118円27銭 120円92銭 118円26銭
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（賦課料率＝SOx1m3N当たりの賦課金額）
年
度

地
域

平成10年度（1/2） 平成11年度（1/2） 平成12年度（1/2） 平成13年度（1/2） 平成14年度（1/2） 平成15年度（1/2）
賦課
料率
区分

現在分
賦課料
率

過去分
賦課料
率

賦課
料率
区分

現在分
賦課料
率

過去分
賦課料
率

賦課
料率
区分

現在分
賦課料
率

過去分
賦課料
率

賦課
料率
区分

現在分
賦課料
率

過去分
賦課料
率

賦課
料率
区分

現在分
賦課料
率

過去分
賦課料
率

賦課
料率
区分

現在分
賦課料
率

過去分
賦課料
率

旧　

指　

定　

地　

域

Ａ 1,896円
13銭

108円
12銭

Ａ 1,854円
36銭

98円
76銭

Ａ 1,959円
32銭

97円
23銭

Ａ 1,964円
37銭

95円
25銭

Ａ 2,023円
27銭

91円
15銭

Ａ 2,037円
04銭

85円
81銭

Ｂ 1,282円
68銭 Ｂ 1,254円

42銭 Ｂ 1,325円
42銭 Ｂ 1,328円

84銭 Ｂ 1,368円
68銭 Ｂ 1,378円

00銭

Ｄ 1,115円
37銭 Ｄ 1,090円

80銭 Ｄ 1,152円
54銭 Ｄ 1,155円

51銭 Ｄ 1,190円
16銭 Ｄ 1,198円

26銭

Ｅ 836円
53銭 Ｅ 818円

10銭 Ｅ 864円
41銭 Ｅ 866円

63銭 Ｅ 892円
62銭 Ｅ 898円

70銭

Ｃ 1,171円
14銭 Ｃ 1,145円

34銭 Ｃ 1,210円
17銭 Ｃ 1,213円

29銭 Ｃ 1,249円
67銭 Ｃ 1,258円

17銭

Ｅ 836円
53銭 Ｅ 818円

10銭 Ｅ 864円
41銭 Ｅ 866円

63銭 Ｅ 892円
62銭 Ｅ 898円

70銭

その
他
地域

123円93銭 121円20銭 128円06銭 128円39銭 132円24銭 133円14銭

（賦課料率＝SOx1m3N当たりの賦課金額）
年
度

地
域

平成16年度（1/2） 平成17年度（1/2） 平成18年度（1/2） 平成19年度（1/2） 平成20年度（1/2）
賦課
料率
区分

現在分
賦課料
率

過去分
賦課料
率

賦課
料率
区分

現在分
賦課料
率

過去分
賦課料
率

賦課
料率
区分

現在分
賦課料
率

過去分
賦課料
率

賦課
料率
区分

現在分
賦課料
率

過去分
賦課料
率

賦課
料率
区分

現在分
賦課料
率

過去分
賦課料
率

旧　

指　

定　

地　

域

Ａ 1,900円
11銭

83円
02銭

Ａ 1,921円
68銭

80円
14銭

Ａ 1,895円
21銭

77円
14銭

Ａ 1,973円
55銭

74円
69銭

Ａ 1,811円
83銭

70円
01銭

Ｂ 1,285円
37銭 Ｂ 1,299円

96銭 Ｂ 1,282円
05銭 Ｂ 1,335円

05銭 Ｂ 1,225円
65銭

Ｄ 1,117円
71銭 Ｄ 1,130円

40銭 Ｄ 1,114円
83銭 Ｄ 1,160円

91銭 Ｄ 1,065円
78銭

Ｅ 838円
28銭 Ｅ 847円

80銭 Ｅ 836円
12銭 Ｅ 870円

68銭 Ｅ 799円
34銭

Ｃ 1,173円
60銭 Ｃ 1,186円

92銭 Ｃ 1,170円
57銭 Ｃ 1,218円

96銭 Ｃ 1,119円
07銭

Ｅ 838円
28銭 Ｅ 847円

80銭 Ｅ 836円
12銭 Ｅ 870円

68銭 Ｅ 799円
34銭

その
他
地域

124円19銭 125円60銭 123円87銭 128円99銭 118円42銭
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11．汚染負荷量賦課金の料率格差の年度別推移
年度

ブロック名
対　象　地　域

52年度 53年度 54年度 55年度 56年度

1/4調整 1/2調整 1/2調整 1/2調整 1/2調整

旧　

指　

定　

地　

域

大 阪 大阪市，豊中市，吹田市，守口市，
東大阪市，八尾市，堺市，尼崎市 Ａ 1.4 Ａ 1.8 Ａ 2.0 Ａ 2.00 Ａ 1.95

東 京 東京都（19区），横浜市，川崎市 Ｂ 1.0 Ｂ 1.0 Ｂ 1.0 Ｂ 1.15 Ｂ 1.15

名古屋 名古屋市，東海市 Ｂ 1.0 Ｂ 1.0 Ｂ 1.0 Ｃ 1.10 Ｃ 1.10

四日市 四日市市，楠町 Ｂ 1.0 Ｂ 1.0 Ｂ 1.0 Ｄ 0.85 Ｅ 0.85

神 戸 神戸市 Ｂ 1.0 Ｃ 0.8 Ｃ 0.9 Ｄ 0.85 Ｄ 0.90

千 葉 千葉市 Ｃ 0.9 Ｃ 0.8 Ｄ 0.8 Ｄ 0.85 Ｄ 0.90

富 士 富士市 Ｃ 0.9 Ｃ 0.8 Ｄ 0.8 Ｅ 0.75 Ｆ 0.75

福 岡 北九州市，大牟田市 Ｄ 0.8 Ｄ 0.7 Ｅ 0.7 Ｆ 0.65 Ｇ 0.65

岡 山 倉敷市，玉野市，備前市 Ｄ 0.8 Ｄ 0.7 Ｅ 0.7 Ｆ 065 Ｇ 0.65

年度

ブロック名

57年度 58年度 59年度 60年度 61年度 62年度 63年度

1/2調整 1/2調整 1/2調整 1/2調整 1/2調整 1/2調整 1/2調整

旧　

指　

定　

地　

域

大 阪 Ａ 1.95 Ａ 1.90 Ａ 1.90 Ａ 1.90 Ａ 1.90 A 1.90 A 1.85

東 京 Ｂ 1.15 Ｂ 1.15 Ｂ 1.15 Ｂ 1.15 Ｂ 1.15 B 1.15 B 1.15

名古屋 Ｃ 1.10 Ｃ 1.05 Ｃ 1.05 Ｃ 1.05 Ｃ 1.05 C 1.05 C 1.05

四日市 Ｅ 0.80 Ｅ 0.80 Ｆ 0.75 Ｆ 0.75 Ｅ 0.75 D 0.75 D 0.75

神 戸 Ｄ 0.95 Ｄ 1.00 Ｄ 1.00 Ｄ 1.00 Ｄ 1.00 C 1.05 C 1.05

千 葉 Ｄ 0.95 Ｄ 1.00 Ｄ 1.00 Ｄ 1.00 Ｄ 1.00 C 1.05 C 1.05

富 士 Ｆ 0.75 Ｅ 0.80 Ｅ 0.80 Ｅ 0.80 Ｅ 0.75 D 0.75 D 0.75

福 岡 Ｇ 0.70 Ｆ 0.70 Ｇ 0.70 Ｇ 0.70 Ｅ 0.75 D 0.75 D 0.75

岡 山 Ｈ 0.65 Ｆ 0.70 Ｇ 0.70 Ｇ 0.70 Ｆ 0.70 D 0.75 D 0.75

（注）63年度以降は，現在分賦課料率についての料率格差を示す。
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年度

ブロック名

平成元年度 平成２年度 平成３年度 平成４年度 平成５年度 平成６年度 平成７年度

1/2調整 1/2調整 1/2調整 1/2調整 1/2調整 1/2調整 1/2調整

旧　

指　

定　

地　

域

大 阪 Ａ 1.80 Ａ 1.75 Ａ 1.70 A 1.70 A 1.70 A 1.70 A 1.70

東 京 Ｂ 1.15 Ｂ 1.15 Ｂ 1.15 B 1.15 B 1.15 B 1.15 B 1.15

名古屋 Ｃ 1.05 Ｃ 1.05 Ｄ 1.00 D 1.00 D 1.00 D 1.00 D 1.00

四日市 Ｄ 0.75 Ｄ 0.75 Ｅ 0.75 E 0.75 E 0.75 E 0.75 E 0.75

神 戸 Ｃ 1.05 Ｃ 1.05 Ｃ 1.05 C 1.05 C 1.05 C 1.05 C 1.05

千 葉 Ｃ 1.05 Ｃ 1.05 Ｃ 1.05 C 1.05 C 1.05 C 1.05 C 1.05

富 士 Ｄ 0.75 Ｄ 0.75 Ｅ 0.75 E 0.75 E 0.75 E 0.75 E 0.75

福 岡 Ｄ 0.75 Ｄ 0.75 Ｅ 0.75 E 0.75 E 0.75 E 0.75 E 0.75

岡 山 Ｄ 0.75 Ｄ 0.75 Ｅ 0.75 E 0.75 E 0.75 E 0.75 E 0.75

（注）63年度以降は，現在分賦課料率についての料率格差を示す。

年度

ブロック名

平成８年度 平成９年度 平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度

1/2調整 1/2調整 1/2調整 1/2調整 1/2調整 1/2調整 1/2調整

旧　

指　

定　

地　

域

大 阪 Ａ 1.70 A 1.70 A 1.70 A 1.70 A 1.70 A 1.70 A 1.70

東 京 Ｂ 1.15 B 1.15 B 1.15 B 1.15 B 1.15 B 1.15 B 1.15

名古屋 Ｄ 1.00 D 1.00 D 1.00 D 1.00 D 1.00 D 1.00 D 1.00

四日市 Ｅ 0.75 E 0.75 E 0.75 E 0.75 E 0.75 E 0.75 E 0.75

神 戸 Ｃ 1.05 C 1.05 C 1.05 C 1.05 C 1.05 C 1.05 C 1.05

千 葉 Ｃ 1.05 C 1.05 C 1.05 C 1.05 C 1.05 C 1.05 C 1.05

富 士 Ｅ 0.75 E 0.75 E 0.75 E 0.75 E 0.75 E 0.75 E 0.75

福 岡 Ｅ 0.75 E 0.75 E 0.75 E 0.75 E 0.75 E 0.75 E 0.75

岡 山 Ｅ 0.75 E 0.75 E 0.75 E 0.75 E 0.75 E 0.75 E 0.75
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年度

ブロック名

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

1/2調整 1/2調整 1/2調整 1/2調整 1/2調整 1/2調整

旧　

指　

定　

地　

域

大 阪 Ａ 1.70 Ａ 1.70 Ａ 1.70 A 1.70 A 1.70 A 1.70

東 京 Ｂ 1.15 Ｂ 1.15 Ｂ 1.15 B 1.15 B 1.15 B 1.15

名古屋 Ｄ 1.00 Ｄ 1.00 D 1.00 D 1.00 D 1.00 D 1.00

四日市 Ｅ 0.75 Ｅ 0.75 E 0.75 E 0.75 E 0.75 E 0.75

神 戸 Ｃ 1.05 Ｃ 1.05 Ｃ 1.05 C 1.05 C 1.05 C 1.05

千 葉 Ｃ 1.05 Ｃ 1.05 Ｃ 1.05 C 1.05 C 1.05 C 1.05

富 士 Ｅ 0.75 Ｅ 0.75 E 0.75 E 0.75 E 0.75 E 0.75

福 岡 Ｅ 0.75 Ｅ 0.75 E 0.75 E 0.75 E 0.75 E 0.75

岡 山 Ｅ 0.75 Ｅ 0.75 E 0.75 E 0.75 E 0.75 E 0.75
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12．旧指定地域の内訳

都 府 県 名 地　　　　　　　　　　　　　　　域

千 葉 県 １．千葉市（神明町，出洲港，市場町，亥鼻１丁目～３丁目，葛城１丁
目～３丁目，千葉寺町，青葉町，長洲１丁目～２丁目，長洲町１丁目，
末広１丁目～５丁目，港町，寒川町１丁目～３丁目，稲荷町，矢作町，
今井町，今井１丁目～３丁目，若草１丁目，南町１丁目～３丁目，白
旗１丁目～３丁目，鵜の森町，川崎町，蘇我町１丁目～２丁目，宮崎町，
宮崎１丁目～２丁目，松ヶ丘町，大森町，大厳寺町，星久喜町，浜野町，
村田町，塩田町及び新浜町に限る。）の区域

東 京 都 ２．千代田区　３．中央区　４．港区　５．新宿区　６．文京区
７．台東区　８．品川区　９．大田区　10．目黒区　11．渋谷区
12．豊島区　13．北区　14．板橋区　15．墨田区　16．江東区
17．荒川区　18．足立区　19．葛飾区　20．江戸川区の区域

神 奈 川 県 21．横浜市鶴見区（日本国有鉄道東海道本線以東の区域に限る。）の区域

22．川崎市川崎区及び同市幸区の区域

静 岡 県 23．富士市（富士川との交会点から市道久沢天間線との交会点に至る富
士市と富士宮市との境界線，市道久沢天間線，同市道との交会点から
県道元吉原大淵富士宮線との交会点に至る市道久沢間門線，同市道と
の交会点から市道間門鵜無ヶ淵線との交会点に至る県道元吉原大淵富
士宮線，同県道との交会点から赤淵川との交会点に至る市道間門鵜無ヶ
淵線，同市道との交会点から高速自動車国道東海自動車道との交会点
に至る赤淵川，赤淵川との交会点から須津川との交会点に至る高速自
動車国道東海自動車道，同高速自動車国道との交会点から沼川との交
会点に至る須津川及び須津川との交会点から富士市と沼津市との境界
線との交会点に至る沼川以南で，高速自動車国道東海自動車道との交
会点以北の赤淵川，赤淵川との交会点から須津川との交会点に至る高
速自動車国道東海自動車道，同高速自動車国道との交会点から沼川と
の交会点に至る須津川，須津川との交会点から富士市と沼津市との境
界線との交会点に至る沼川及び沼川との交会点以南の富士市と沼津市
との境界線以西の区域に限る。）の区域

愛 知 県 24．名古屋市東区（一般国道41号線及び市道堀田高岳線以西で，市道長
堀町線及び市道丸ノ内線以南の区域に限る。），同市西区（一般国道22
号線以西で藤ノ宮通１丁目における同国道との交会点以南の市道名古
屋環状線以東の区域に限る。），同市中村区（市道名古屋環状線以東の
区域に限る。），同市中区（市道堀田高岳線以東の区域及び市道
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都 府 県 名 地　　　　　　　　　　　　　　　域

丸ノ内線以北の区域を除く。），同市昭和区（市道堀田高岳線以西の区
域並びに市道名古屋環状線以西で市道広見町線及び市道八熊線以南の
区域に限る。），同市瑞穂区（市道名古屋環状線以西の区域に限る。），
同市熱田区，同市中川区（庄内川以西の区域及び日本国有鉄道関西本
線以北の区域を除く。），同市港区（庄内川以西の区域を除く。）及び
同市南区（名古屋鉄道名古屋本線とその交会点以北の市道名古屋環状
線及び同市道との交会点以南の名古屋鉄道名古屋本線以西の区域に限
る。）の区域

25．東海市（加木屋町を除く。）の区域

三 重 県 26．四日市市（塩浜町，東邦町，石原町，塩浜，宮東町１丁目～３丁目，
馳出町１丁目～３丁目，松泉町，宝町，大池町，小浜町，七ッ屋町，
高旭町，柳町，御薗町１丁目～２丁目，塩浜本町１丁目～３丁目，浜
旭町，川合町，中里町，三田町，大井の川町１丁目～３丁目，海山道
町１丁目～３丁目，大浜町，雨池町，日永１丁目～５丁目，泊山崎町，
泊町，追分１丁目～３丁目，前田町，日永のうち大宮西，大坪，宗玄川原，
松山西，天白西，宗三郎縄，八郎右ヱ門縄，山伏，天神垣外，川中，
源次郎縄，杉谷，中浜及び土網，日永東１丁目～３丁目，泊小柳町，
泊村のうち稲場，堅長，内谷及び囲井ヶ腰，六呂見町，馳出，内堀町，
川尻町，大治田１丁目～３丁目，小古曽１丁目～２丁目，小古曽東１
丁目，小古曽東２丁目のうち１番から３番まで及び６番から９番まで，
赤堀１丁目～３丁目，赤堀南町，城東町，石塚町，赤堀のうち芝田東，
城東及び川原畑，浜田町，中浜田町，南浜田町，北浜田町，新正１丁
目～５丁目，十七軒町，栄町，三栄町，幸町，朝日町，昌栄町，南起町，
曙町，曙１丁目～２丁目，寿町，末広町，西末広町，安島１丁目～２
丁目，鵜の森１丁目～２丁目，諏訪栄町，浜田，浜町，蔵町，北納屋町，
中納屋町，南納屋町，相生町，稲葉町，大脇町１丁目～２丁目，高砂町，
尾上町，千才町，北浜町，北条町，新町，新々町，元新町，沖の島町，
本町，八幡町，中町，北町，中部，諏訪町，西町，元町，西新地，西
浦１丁目～２丁目，堀木１丁目～２丁目，午起１丁目～３丁目，三郎町，
高浜町，高浜新町，東新町，新浜町，浜一色町，京町，川原町，本郷町，
陶栄町，滝川町，末永，清水町，野田１丁目のうち１番及び２番，野
田２丁目のうち１番，西阿倉川，東阿倉川，みゆきヶ丘１丁目～２丁目，
阿倉川町，万古町，三ッ谷町，三ッ谷東町，末永町，富上町，金場町，
大宮町，大宮西町，羽津山町，羽津町，城山町，山手町，白須賀１丁
目～３丁目，八田１丁目～３丁目，別名１丁目～６丁目，南いかるが
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都 府 県 名 地　　　　　　　　　　　　　　　域

町，羽津中１丁目～３丁目並びに羽津のうち羽津甲5163番地から5167
番地の23までの区域及び羽津乙873番地の11から1017番地までの区域
に限る。）の区域

27．旧三重郡楠町の区域

大 阪 府 28．大阪市の区域

29．豊中市（高速自動車国道中央自動車道西宮線以南の区域に限る。）の
区域

30．吹田市（府道豊中吹田線との交会点以西の高速自動車国道中央自動
車道西宮線，同自動車道との交会点から府道大阪高槻京都線との交会
点に至る府道豊中吹田線，同府道との交会点から日本国有鉄道東海道
本線との交会点に至る府道大阪高槻京都線及び同府道との交会点以東
の日本国有鉄道東海道本線以南の区域並びに西の庄町に限る。）の区域

30の２．守口市の区域

30の３．東大阪市（府道石切大阪線との交会点以北の府道八尾枚方線，
同府県との交会点以東の府道石切大阪線，市道新石切本線，同市道の
終点から市道石切枚岡高安線の起点を結ぶ線，市道石切枚岡高安線，
同市道との交会点から一般国道170号線との交会点に至る東大阪市と
八尾市との境界線及び同境界線との交会点以南の一般国道170号線以
西の区域（加納を除く。）並びに布市町１丁目のうち１番及び２番，布
市町２丁目のうち１番及び２番，日下町２丁目のうち１番及び10番か
ら12番まで，日下町３丁目のうち１番から３番まで，日下町４丁目の
うち１番，中石切町４丁目～６丁目，北石切町，東石切町４丁目～６
丁目，上石切町１丁目，山手町のうち１番から15番まで，東豊浦町の
うち１番から11番まで，出雲井町のうち１番から６番まで，五条町の
うち１番から10番まで，客坊町のうち１番から14番まで，上四条町の
うち１番から30番まで，南四条町，上六万寺町のうち１番から13番ま
で，六万寺町１丁目のうち１番から22番まで，横小路町１丁目のうち
１番から４番まで並びに横小路町２丁目に限る。）の区域

30の４．八尾市（東大阪市池島町２丁目と同市下六万寺１丁目と同市下六
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万寺町２丁目との接点以南の一般国道170号線以西の区域（弓削町１丁
目～ 3丁目，弓削町南１丁目～ 3丁目，大字弓削のうち一般国道25号線
以南の区域，大字田井中，大字老原，大字南木本，大字太田のうち大
字木本と西木の本２丁目との境界線以南の府道大阪中央環状線以東の
区域，太田１丁目～ 9丁目，大字沼，沼１丁目～ 4丁目を除く。）に限る。）
の区域

31．堺市（日本国有鉄道阪和線以西の区域並びに常磐町１丁～３丁，東
浅香山町１丁～４丁、東雲東町１丁～４丁，大豆塚町１丁～２丁，奥
本町１丁～２丁，宮本町，北花田町１丁～４丁，新堀町１丁～２丁，
船堂町，北長尾町１丁～８丁，蔵前町，中長尾町１丁～４丁，南長尾
町１丁～５丁，東三国ヶ丘町１丁～５丁，長曽根町，新金岡町１丁～
５丁，向陵中町１丁～６丁，黒土町，向陵東町１丁～３丁，百舌鳥梅
北町１丁～５丁，中百舌鳥町１丁～５丁，百舌鳥赤畑町１丁～５丁，
百舌鳥梅町１丁～２丁，百舌鳥本町１丁～３丁，百舌鳥西之町１丁～
３丁，百舌鳥陵南町１丁～２丁，北条町１丁～２丁，東上野芝町２丁，
上野芝町２丁～３丁，上野芝向ヶ丘町１丁～６丁，神野町，津久野町
１丁～２丁，家原寺町１丁～２丁及び鶴田町に限る。）の区域

兵 庫 県 31の２．神戸市（日本国有鉄道東海道本線（東京・神戸間）及び日本国
有鉄道山陽本線（神戸・門司間）以南の区域のうち，東灘区（天上川
以東の区域及び深江浜町を除く。），灘区，葺合区，生田区（港島１丁
目～７丁目，港島中町１丁目～８丁目を除く。）兵庫区及び長田区に限
る。）の区域

32．尼崎市（高速自動車国道中央自動車道西宮線以北で藻川以東の区域，
塚口町１丁目及び塚口町２丁目並びに日本国有鉄道東海道本線以北で
県道米谷昆陽尼崎線以西の区域を除く。）の区域

岡 山 県 33． 倉敷市（福田町浦田，福田町福田，福田町古新田，北畝１丁目～７
丁目，中畝１丁目～ 10丁目，福田町南畝，南畝１丁目～７丁目，福田
町松江，福田町東塚，東塚１丁目～７丁目，福田町広江，広江３丁目，
呼松町，潮通１丁目～３丁目，連島町連島，連島町矢柄，連島町亀島新田，
連島町西之浦，連島町鶴新田，鶴の浦１丁目～３丁目，水島相生町，
水島東寿町，水島西寿町，水島東弥生町，水島西弥生町，水島東栄町，
水島西栄町，水島東常磐町，水島西常磐町，水島東千鳥町，水島西千鳥町，
水島福崎町，水島南亀島町，水島北亀島町，水島明神町，水島神田町，
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水島高砂町，水島青葉町，水島南幸町，水島北幸町，水島南春日町，
水島北春日町，水島南緑町，水島北緑町，水島東川町，水島南瑞穂町，
水島北瑞穂町，水島海岸通１丁目～５丁目，水島西通１丁目～２丁目，
水島中通１丁目～４丁目，水島川崎通１丁目，児島塩生，児島宇野津，
林，串田，曽原及び福江に限る。）の区域

34．玉野市（深井町，向日比１丁目～２丁目，御崎１丁目～２丁目，羽
根崎町，明神町，日比１丁目～６丁目及び渋川１丁目に限る。）の区域

35．備前市（浦伊部（浦伊部と西片上との境界線との交会点から馬場川
との交会点に至る伊部と浦伊部との境界線，同境界線との交会点から
市道伊部71号線との交会点に至る馬場川，同川との交会点から市道伊
部90号線との交会点に至る市道伊部71号線，市道伊部90号線，同市
道の終点，1099の２番地と1112の２番地と1107の１番地との接点及び
1100の２番地と1109の２番地と1099の３番地との接点を順次結ぶ線，
1100の２番地と1109の２番地との境界線並びに1100の１番地及び1110
番地と1109の１番地との境界線以東の区域に限る。），西片上（日本国
有鉄道赤穂線以南の区域に限る。）及び東片上（日本国有鉄道赤穂線
以南で，市道片上81号線，同市道との交会点から市道片上83号線との
交会点に至る市道片上65号線，同市道と市道片上83号線との交会点，
2452番地と2475の１番地と2587番地との接点及び2434番地と2651の１
番地と穂浪との接点を順次結ぶ線並びに同線との交会点以南の東片上
と穂浪との境界線以西の区域に限る。）に限る。）の区域

福 岡 県 36．北九州市小倉北区（一般国道199号線との交会点以東の一般国道３号
線及び同国道との交会点以西の一般国道199号線以北の区域（末広２丁
目，高浜１丁目～２丁目，赤坂５丁目，赤坂海岸，大字馬島及び大字
藍島の区域を除く。）及び国道以南で板櫃川，県道下到津戸畑線及び
同区の境界線で囲まれた区域に限る。），同市戸畑区（一般国道３号線
以北の区域に限る。），同市八幡東区（県道八幡戸畑線との交会点以東
の一般国道３号線，同国道との交会点から市道中央区穴生線との交会
点に至る県道八幡戸畑線及び同県道との交会点以西の市道中央区穴生
線以北の区域に限る。），同市八幡西区（市道中央区穴生線以北で，宮
川及び宮川との交会点以北の割子川以東の区域に限る。），同市若松区
（東二島１丁目～４丁目，西天神町，童子丸１丁目～２丁目，童子丸町，
用勺町，今光町，今光１丁目，今光２丁目，赤島町，宮丸町，宮丸１
丁目のうち３番から23番まで，宮丸２丁目，大池町，和田町のうち１
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番から12番まで及び16番から20番まで，古前１丁目のうち６番から27
番まで，古前２丁目，修多羅１丁目～３丁目，山手町，白山１丁目の
うち１番から17番まで，白山２丁目，浜町１丁目～ 3丁目，北浜１丁
目～２丁目，桜町，中川町，大井戸町，老松１丁目～２丁目，西園町，
栄盛川町，波打町，北湊町，深町１丁目，東小石町，響南町，大字安
瀬並びに響町１丁目，宮丸川以西で，宮丸川との交会点以西の日本国
有鉄道筑豊本線以南の区域並びに宮丸川並びに宮丸１丁目の１番及び
２番と３番との境界線以東で，同境界線との交会点以東の一般国道199
号線以南の区域に限る。）の区域

37．大牟田市（大字唐船（市道深倉三池干拓線，同市道との交会点から
市道下屋敷下方線との交会点に至る県道徳島唐船大牟田線，同県道と
の交会点から市道香ノ幸五ノ枝線との交会点に至る市道下屋敷下方
線及び同市道との交会点以東の市道香ノ幸五ノ枝線以南の区域並びに
下方に限る。），大字手鎌（深町並びに江向及び泉町のうち県道手鎌三
池線以北の区域を除く。），大字草木（県道手鎌三池線以南の区域に限
る。），大字三池（竹原及び古川に限る。），健老町，城町１丁目～２丁
目，大黒１丁目～４丁目，椿黒町，明治町１丁目～３丁目，中町１丁
目～２丁目，恵比須町１丁目～２丁目，天神町１丁目～２丁目，浜町，
北磯町，新開町，下白川町１丁目～２丁目，中白川町１丁目～３丁目，
上白川１丁目～２丁目，大字白川，大字歴木（榎町及び白岩に限る。），
長溝町，鳥塚町，日出町１丁目～３丁目，柿園１丁目～４丁目，京町，
東新町１丁目～４丁目，八尻町１丁目～３丁目，浅牟田町，通町１丁
目～２丁目，平原町，亀甲町，八本町，瓦町，亀谷町，稲荷町，焼石
町，三抗町，竜湖瀬町，大浦町（15番地の19及び46を除く。），旭町１
丁目～３丁目，栄町１丁目～２丁目，築町，泉町，東泉町，山上町，
一本町，左古町，常盤町，谷町，元町，有明町，曙町，笹林町，出雲
町，上野１丁目～３丁目，松浦町，西宮浦町，東宮浦町，上宮町１丁
目～４丁目，宮坂町，宮山町，真道寺町，七浦町，花園町，橋口町，
魚町，古町，西有明町，久保田町，大正町１丁目～６丁目，本町１丁
目～６丁目，港町，住吉町，北浜田町，本浜田町，中浜田町，新浜田町，
南浜田町，西浜田町，大浜町，中島町，中友町，須鼻町，磯町，西新
町，新地町，松原町１丁目～２丁目，小浜町，千代町，大高町，原山
町，一浦町，宝坂町１丁目～２丁目，不知火町１丁目～３丁目，正山町，
浄真町，昭和町，延命寺町，白金町，山下町，天領町１丁目～３丁目，
右京町，八江町，田端町，片平町，若宮町，長田町，諏訪町１丁目～
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３丁目，合成町，末広町，青葉町，宮原町１丁目～２丁目，黄金町１
丁目～２丁目，駛馬町，馬場町，一部町，天道町，馬込町１丁目～２
丁目，米生町１丁目～２丁目，馬渡町，笹原町１丁目，小川町，西港
町１丁目～２丁目，新港町（６番地の１，12，13及び14に限る。），三
川町１丁目～４丁目，入船町，高砂町，汐屋町，姫島町，加納町１丁
目～２丁目，樋口町，上屋敷町１丁目～２丁目及び船津町（日本国有
鉄道鹿児島本線以西の区域に限る。）に限る。）の区域

（備考）この表に掲げる区域は，23の項，30の２の項，31の項及び31の２の項については昭和51年11
月10日，24の項，30の３の項及び30の４の項については昭和53年５月１日，26の項については昭和47
年１月10日，37の項については昭和49年11月10日，その他の項については昭和50年11月10日における
行政区画その他の区域又は道路，河川若しくは鉄道によって表示されたものとする。



Ⅱ　公害健康被害補償制度
の実施状況
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Ⅱ　公害健康被害補償制度の実施状況
１．旧第一種地域の指定状況

都　道
府　県

指　定　地　域
指　定　時　間

（63.3に指定を全部解除）

49.9 49.11 50.12 52.1 53.6

千 葉
千 葉 市
（南部臨海地域）

○

東 京 千代田区
中 央 区
港 区
新 宿 区
文 京 区
台 東 区
品 川 区
大 田 区
目 黒 区
渋 谷 区
豊 島 区
北 区
板 橋 区
墨 田 区
江 東 区
荒 川 区
足 立 区
葛 飾 区
江戸川区
小　　　　計

○

○
○
○

○
○

○

○

○

○

○

○
○
○
○

○
○
○
○

神奈川 横 浜 市
（鶴見臨海地域）
川 崎 市
（川崎区，幸区）

○

○
○

静 岡
富 士 市
（中部地域）

○ ○
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都　道
府　県

指　定　地　域
指　定　時　間

（63.3に指定を全部解除）

49.9 49.11 50.12 52.1 53.6

愛 知 名古屋市
（南部地域）
東 海 市
（北部，中部地域）

○

○

○ ○

三 重 四日市市
（臨海地域）
三重郡楠町

○

○

大 阪 大 阪 市
豊 中 市
（南部地域）
吹 田 市
（南部地域）
守 口 市
東大阪市
八 尾 市
堺 市
（西部，中部地域）

○
○

○

○

○

○

○

○

○
○

兵 庫 神 戸 市
（臨海地域）
尼 崎 市
（東部，南部地域）

○ ○

○

岡 山 倉 敷 市
（水島地域）
玉 野 市
（南部臨海地域）
備 前 市
（片上湾周辺地域）

○

○

○

福 岡 北九州市
（洞海湾沿岸地域）
大牟田市
（中部地域）

○

○

計 －
注　楠町は平成17年２月から四日市市と合併
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２．現存被認定者数の推移（年度別）

３．汚染負荷量賦課金申告額の推移

昭和63年7月ピーク時
110,074人

120,000

100,000

80,000

60,000

40,000

20,000

0
49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17　18　19

被
　
認
　
定
　
者
　
数
（
人
）

年　度　末

19,281

34,184

53,414

63,654
72,789

77,493
79,936

83,211
86,575

89,053
92,350

95,391
98,694

105,027

107,207
101,258

95,462
90,591

86,052
81,451

77,642

74,195
70,414

67,602
65,015

62,054
59,415

57,138
54,819

53,024

50,904

48,945 45,739

47,193

100,000

90,000

80,000

70,000

60,000

50,000

40,000

30,000

20,000

10,000

0
49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 　18　1917

年　度

金
　
額
（
百
万
円
）

29,477

34.1％

57,007

86,484

65.9％

旧 指 定 地 域

そ の 他 地 域

13,861

31.1％

30,679

44,54044,540

68.9％
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４．汚染負荷量賦課金申告件数の推移

５．汚染負荷量賦課金前年SOx排出量の推移

旧 指 定 地 域

そ の 他 地 域

全 　 国 　 計

18.4％

1,670

81.6％

9,075

7,405 82.0％

8,414

6,904

18.0％

1,510

10,000

9,000

8,000

7,000

6,000

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0
49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16

年　度

申
告
件
数
（
件
）

　18　1917

1,200,000

1,000,000

800,000

600,000

400,000

200,000

0
49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16

年　度

Ｓ
Ｏ
ｘ
排
出
量
（
百
万
ｍ
Ｎ
）

14％

86％

95％

5％
192

1,085

3

4％

96％

110

　18　1917

旧指定地域 4,359,915

110,153,773合計

その他地域 105,793,858
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６．汚染負荷量賦課金業種別申告金額の推移

100,000

90,000

80,000

70,000

60,000

50,000

40,000

30,000

20,000

10,000

0
51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 　18　1917

年　度

申
告
金
額
（
百
万
円
）

30.1％

17.7％

14.6％
10.0％
6.1％

21.5％

24.6％

7.2％
8.7％

13.8％

15.9％

29.8％

44,54044,540

86,48486,484

その他 パルプ紙加工品業 石油石炭製品業

化学工業 鉄鋼業 電気業
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７．被認定者の旧指定疾病別・年齢階級別構成割合の推移（旧第一種地域）
　①　旧指定疾病別構成割合 （単位：％）

年　　次 慢性気管支炎 気管支ぜん息 ぜん息性気管支炎 肺　気　しゅ

元年３月末
２年３月末
３年３月末
４年３月末
５年３月末
６年３月末
７年３月末
８年３月末
９年３月末
10年３月末
11年３月末
12年３月末
13年３月末
14年３月末
15年３月末
16年３月末
17年３月末
18年３月末
19年３月末
20年３月末

16.9
17.0
17.1
17.1
17.0
17.0
16.7
16.6
16.4
16.1
15.8
15.7
15.5
15.2
14.9
14.6
14.3
14.1
13.8
13.3

77.9
78.2
78.3
78.8
79.1
79.4
79.8
80.3
80.6
81.1
81.5
82.4
82.6
83.0
83.4
83.8
84.1
84.4
84.9
85.4

2.0
1.7
1.6
1.3
1.2
1.1
1.0
0.9
0.9
0.8
0.8
0.1
0.1
0.1
0.1
0.1
0.1
0.1
0.1
0.0

3.2
3.1
3.0
2.8
2.7
2.6
2.4
2.3
2.2
2.0
1.9
1.9
1.8
1.7
1.6
1.5
1.5
1.4
1.3
1.3

　②　年齢階級別構成割合 （単位：％）
年　　次 0～14歳 15～59歳 60歳以上

元年３月末
２年３月末
３年３月末
４年３月末
５年３月末
６年３月末
７年３月末
８年３月末
９年３月末
10年３月末
11年３月末
12年３月末
13年３月末
14年３月末
15年３月末
16年３月末
17年３月末
18年３月末
19年３月末
20年３月末

31.2
28.6
25.5
22.7
20.1
17.2
14.7
11.9
9.2
6.8
4.4
2.2
0.8
0.1
－
－
－
－
－
－

39.5
41.2
43.1
44.9
46.5
48.3
50.2
51.9
53.6
55.4
57.5
59.0
59.6
59.5
59.0
58.6
58.1
58.0
57.7
57.4

29.3
30.3
31.4
32.4
33.4
34.5
35.1
36.2
37.2
37.8
38.1
38.8
39.6
40.4
41.0
41.4
41.9
42.0
42.3
42.6
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8．旧指定地域別・旧指定疾病別認定者構成割合（旧第一種地域）
	 （単位：％）20年３月末

地　　域 合　　計 慢性気管支炎 気管支ぜん息 ぜん息性
気管支炎 肺 気 しゅ

千 葉 市 100.0 22.2 77.8 ─ ─
千 代 田 区 100.0 7.2 92.1 ─ 0.7
中 央 区 100.0 7.1 90.8 ─ 2.1
港 区 100.0 4.9 94.4 ─ 0.7
新 宿 区 100.0 3.9 95.9 ─ 0.3
文 京 区 100.0 7.1 91.4 ─ 1.4
台 東 区 100.0 4.5 95.5 ─ ─
品 川 区 100.0 8.7 89.6 ─ 1.8
大 田 区 100.0 5.3 92.9 ─ 1.8
目 黒 区 100.0 4.9 92.7 ─ 2.4
渋 谷 区 100.0 8.6 90.2 ─ 1.2
豊 島 区 100.0 7.8 90.8 ─ 1.5
北 区 100.0 4.8 93.1 ─ 2.1
板 橋 区 100.0 3.9 95.3 ─ 0.8
墨 田 区 100.0 2.1 96.5 ─ 1.4
江 東 区 100.0 1.5 96.9 ─ 1.5
荒 川 区 100.0 3.9 95.4 ─ 0.7
足 立 区 100.0 5.7 92.7 ─ 1.6
葛 飾 区 100.0 5.7 91.5 ─ 2.8
江 戸 川 区 100.0 2.2 97.4 ─ 0.4

（ 東 京 都 計 ） 100.0 4.7 93.9 ─ 1.3
横 浜 市 100.0 7.0 90.5 ─ 2.5
川 崎 市 100.0 9.9 89.8 ─ 0.3
富 士 市 100.0 4.4 95.2 ─ 0.4
名 古 屋 市 100.0 15.6 83.7 ─ 0.7
東 海 市 100.0 11.9 87.8 ─ 0.2
四 日 市 市 100.0 26.6 73.2 ─ 0.2
大 阪 市 100.0 20.1 78.1 ─ 1.8
豊 中 市 100.0 5.1 93.6 ─ 1.3
吹 田 市 100.0 16.2 80.9 ─ 3.0
守 口 市 100.0 15.6 84.1 ─ 0.3
東 大 阪 市 100.0 13.0 85.7 ─ 1.3
八 尾 市 100.0 14.5 84.0 ─ 1.5
堺 市 100.0 24.8 73.3 ─ 1.9
神 戸 市 100.0 9.3 89.2 0.1 1.5
尼 崎 市 100.0 14.5 85.0 ─ 0.5
倉 敷 市 100.0 46.4 52.2 0.2 1.1
玉 野 市 100.0 43.2 56.8 ─ ─
備 前 市 100.0 71.7 28.3 ─ ─
北 九 州 市 100.0 4.1 95.9 ─ ─
大 牟 田 市 100.0 41.0 55.0 ─ 4.0
全 国 計 100.0 13.3 85.4 0.0 1.3

注　楠町は平成17年2月から四日市市と合併
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9．旧指定地域別・年齢階級別被認定者構成割合（旧第一種地域）
 （単位：％）20年３月末

構　　成　　割　　合
合　　計 0～14歳 15～59歳 60歳～

千 葉 市 100.0 ─ 48.9 51.1
千 代 田 区 100.0 ─ 63.3 36.7
中 央 区 100.0 ─ 66.3 33.8
港 区 100.0 ─ 65.4 34.6
新 宿 区 100.0 ─ 71.9 28.1
文 京 区 100.0 ─ 64.7 35.3
台 東 区 100.0 ─ 67.7 32.3
品 川 区 100.0 ─ 60.3 39.7
大 田 区 100.0 ─ 67.1 32.9
目 黒 区 100.0 ─ 62.4 37.6
渋 谷 区 100.0 ─ 64.5 35.5
豊 島 区 100.0 ─ 64.1 35.9
北 区 100.0 ─ 67.4 32.6
板 橋 区 100.0 ─ 73.5 26.5
墨 田 区 100.0 ─ 68.1 31.9
江 東 区 100.0 ─ 79.5 20.5
荒 川 区 100.0 ─ 67.2 32.8
足 立 区 100.0 ─ 65.8 34.2
葛 飾 区 100.0 ─ 64.6 35.4
江 戸 川 区 100.0 ─ 77.2 22.8
（東京都計） 100.0 ─ 69.0 31.0
横 浜 市 100.0 ─ 68.5 31.5
川 崎 市 100.0 ─ 55.3 44.7
富 士 市 100.0 ─ 70.8 29.2
名 古 屋 市 100.0 ─ 55.9 44.1
東 海 市 100.0 ─ 51.6 48.4
四 日 市 市 100.0 ─ 43.0 57.0
大 阪 市 100.0 ─ 46.4 53.6
豊 中 市 100.0 ─ 42.6 57.4
吹 田 市 100.0 ─ 51.9 48.1
守 口 市 100.0 ─ 58.7 41.3
東 大 阪 市 100.0 ─ 47.4 52.6
八 尾 市 100.0 ─ 50.3 49.7
堺 市 100.0 ─ 43.5 56.5
神 戸 市 100.0 ─ 59.7 40.3
尼 崎 市 100.0 ─ 53.9 46.1
倉 敷 市 100.0 ─ 37.6 62.4
玉 野 市 100.0 ─ 18.2 81.8
備 前 市 100.0 ─ 10.0 90.0
北 九 州 市 100.0 ─ 62.6 37.4
大 牟 田 市 100.0 ─ 33.7 66.3
全 国 計 100.0 ─ 57.4 42.6

注　楠町は平成17年2月から四日市市と合併
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10．補償給付費及び公害保健福祉事業費納付金の推移（給付種類別・事業種目別）

○補償給付費納付金（単位：千円）

○公害保健福祉事業費納付金（単位：千円）

19年
54,867,417

療養の給付
及び療養費
19,321,369

障害補償費
25,427,165

遺族補償費
2,977,911

遺族補償一時金
1,156,159

療養手当
5,788,427

葬祭料
196,386

19年
納付対象
総事業費
137,752

家庭療養
指導事業費
53,819

家庭療養
指導事業費
53,819

療養用具
支給事業費
135

転地療養
事業費
50,242

公害保健福祉事業費納付金
137,752×3/4＝103,295

リハビリ
テーション事業費

20,572

リハビリ
テーション事業費

20,572

18年
56.998.857

18年
納付対象
総事業費
134,635

療養の給付
及び療養費
20,076,326

障害補償費
26,351,832

遺族補償費
3,229,823

遺族補償一時金
1,090,223

療養手当
6,053,147

葬祭料
197,505

リハビリ
テーション事業費

22,065

リハビリ
テーション事業費

22,065

インフルエンザ
予防接種費用助成事業

10,173

インフルエンザ
予防接種費用助成事業

12,984

家庭療養
指導事業費
52,063

家庭療養
指導事業費
52,063

療養用具
支給事業費
70

転地療養
事業費
50,263

公害保健福祉事業費納付金
134,635×3/4＝100,956
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11．平成19年度補償給付費及び公害保健福祉事業費納付金の地域別納付状況

　　（旧第一種地域） （単位：千円）
区　　　　分 補 償 給 付 費 公害保健福祉事業費 合　　　　計
千 葉 市 438,009 2,970 440,979

東　
　
　
　
　
　
　
　
　

京　
　
　
　
　
　
　
　
　

都

千 代 田 区
中 央 区
港 区
新 宿 区
文 京 区
台 東 区
品 川 区
大 田 区
目 黒 区
渋 谷 区
豊 島 区
北 区
板 橋 区
墨 田 区
江 東 区
荒 川 区
足 立 区
葛 飾 区
江 戸 川 区

137,522
155,867
345,035
889,021
604,614
340,942
782,060
1,477,001
499,956
482,240
513,264
911,914
1,701,966
654,998
1,401,650
830,147
1,558,766
1,006,243
918,497

123
856
129
412
551
481
504
1,107
408
311
451
466
3,153
973
657
498
1,041
308
1,216

137,645
156,723
345,164
889,433
605,165
341,423
782,564
1,478,108
500,364
482,551
513,715
912,380
1,705,119
655,971
1,402,307
830,645
1,559,807
1,006,551
919,713

横 浜 市
川 崎 市
富 士 市
名 古 屋 市
愛 知 県
四 日 市 市

624,449
2,278,534
525,440
3,207,897
532,366
749,074

1,974
13,346
2,251
13,779
2,070
2,344

626,423
2,291,880
527,691
3,221,676
534,436
751,418

大　

阪　

府

大 阪 市
豊 中 市
吹 田 市
守 口 市
東 大 阪 市
八 尾 市
堺 市

11,810,241
390,895
364,869
1,564,212
1,966,251
1,166,699
2,708,998

12,850
773
1,873
1,644
2,173
3,435
6,771

11,823,091
391,668
366,742
1,565,856
1,968,424
1,170,134
2,715,769

神 戸 市
尼 崎 市
倉 敷 市
岡 山 県
北 九 州 市
大 牟 田 市

985,534
4,006,610
2,859,826
175,200
1,387,342
1,913,271

1,739
11,733
2,285
133
3,161
2,346

987,273
4,018,343
2,862,111
175,333
1,390,503
1,915,617

合　　　　計 54,867,417 103,295 54,970,712
注　各数値は千円未満の金額を四捨五入したものです。
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12．平成19年度汚染負荷量賦課金旧指定地域別申告状況 （単位：件，千円）

県 市 区 名 件　数 金　　額

千 葉 市 12 95,358

千 代 田 区 98 10,346

中 央 区 40 2,872

港 区 63 9,245

新 宿 区 35 5,414

文 京 区 26 4,313

台 東 区 11 533

墨 田 区 14 2,033

江 東 区 31 84,880

品 川 区 26 1,143,983

目 黒 区 16 3,924

大 田 区 36 28,435

渋 谷 区 25 4,373

豊 島 区 11 737

北 区 29 21,354

荒 川 区 4 585

板 橋 区 29 60,487

足 立 区 22 45,216

葛 飾 区 12 79,219

江 戸 川 区 11 50,034

横 浜 市 32 413,938

川 崎 市 78 1,335,850

富 士 市 58 426,284

名 古 屋 市 122 499,187

県 市 区 名 件　数 金　　額

東 海 市 22 1,782,068

四 日 市 市 29 1,131,487

四日市市楠町 7 20,441

大 阪 市 247 605,809

豊 中 市 5 9,753

堺 市 61 485,470

吹 田 市 14 72,725

守 口 市 9 5,113

東 大 阪 市 21 61,232

八 尾 市 20 16,204

尼 崎 市 70 465,179

神 戸 市 54 251,873

倉 敷 市 37 2,826,583

玉 野 市 3 84,468

備 前 市 5 34,693

北 九 州 市 53 1,590,769

大 牟 田 市 12 88,632

旧 指 定 地 域 1,510 13,861,098

そ の 他 地 域 6,904 30,679,377

計 8,414 44,540,475

注１　平成20年３月末現在
注２　楠町は平成17年２月から四日市市と合併
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13．平成19年度汚染負荷量賦課金都道府県別申告状況 （単位：件，千円）

都道府県名 件　数 金　　額

北 海 道 534 4,518,974

青 森 県 100 384,887

岩 手 県 120 386,783

宮 城 県 137 506,758

秋 田 県 108 403,458

山 形 県 79 129,311

福 島 県 147 1,179,822

茨 城 県 217 2,162,356

栃 木 県 164 332,146

群 馬 県 136 285,525

埼 玉 県 288 282,330

千 葉 県 285 1,585,070

東 京 都 671 1,630,701

神 奈 川 県 415 2,141,980

新 潟 県 179 920,006

富 山 県 129 443,291

石 川 県 67 72,629

福 井 県 69 233,656

山 梨 県 49 25,463

長 野 県 132 147,248

岐 阜 県 154 460,597

静 岡 県 337 937,900

愛 知 県 626 3,443,386

三 重 県 167 1,695,032

都道府県名 件　数 金　　額

滋 賀 県 115 265,803

京 都 府 135 125,333

大 阪 府 569 1,386,423

兵 庫 県 396 1,489,731

奈 良 県 65 52,769

和 歌 山 県 75 705,436

鳥 取 県 36 137,192

島 根 県 68 142,323

岡 山 県 197 3,361,550

広 島 県 193 1,698,229

山 口 県 153 1,949,927

徳 島 県 59 329,175

香 川 県 69 924,012

愛 媛 県 101 1,151,586

高 知 県 41 92,846

福 岡 県 276 2,101,883

佐 賀 県 59 220,906

長 崎 県 67 637,652

熊 本 県 106 163,269

大 分 県 94 1,465,864

宮 崎 県 73 723,629

鹿 児 島 県 92 371,124

沖 縄 県 65 734,505

計 8,414 44,540,475

注　平成19年12月末現在
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硫黄酸化物（SOx）
　　　二酸化硫黄（SO2）、三酸化硫黄（SO3）など硫黄の酸化物を総称して硫黄酸化物

という。硫黄が燃えると亜硫酸ガス（二酸化硫黄）となり、太陽紫外線により光酸化
し無水硫酸（三酸化硫黄）となる。呼吸器を刺激し、せき、呼吸困難、ぜんそく、気
管支炎などを起こすほか植物を枯らしたりするため、大気汚染の原因物質とされてい
る。

慰謝料
　　　他人の不法行為により生じた損害のうち、財産以外の損害、すなわち精神的損害に

対する賠償をいう。民法の金銭賠償の原則により、精神的損害であっても金銭に評価
されることになるが、その客観的評価は困難であることが多く、これと財産的損害と
を合わせてその定額化を図ろうとする傾向がみられる。

　　　なお、精神的損害に対し賠償として支払われる金銭そのものを慰謝料ということも
ある。

遺族補償一時金　→質疑応答　問 7
遺族補償費　→質疑応答　問 7
遺族補償標準給付基礎金額　→質疑応答　問 7
イタイイタイ病
　　　富山県神通川流域に発生した腎病変と骨軟化症等を合併する病気である。昭和 40

年代に入り世人の注目をあびるようになった。
　　　厚生労働省の公式見解によれば「イタイイタイ病の本態はカドミウムの慢性中毒に

よりまず腎臓障害を生じ、次いで骨軟化症をきたし、これに妊娠、授乳、内分泌の変
調および栄養としてのカルシウム等の不足などが誘因となって、イタイイタイ病とい
う疾患を形成したものである。骨軟化症のため、容易に骨折がおこり、そのため激し
い痛みを患者が感じ、体格の変型をおこす。三井金属鉱山神岡鉱業所の事業活動にと
もなって排出されたカドミウム等の重金属か神通川を汚染し、かつ流域の土壌汚染を
ひきおこし、食品濃縮の過程を経て人間に多量のカドミウムが摂取された結果、発病
したもの」とされている。上述の厚生労働省の見解が示すように患者はほとんど経産
婦である。

逸失利益
　　　他人の不法行為によって生じる損害には、財産的損害と精神的損害（慰謝料）とが

あり、更に財産的損害は、積極的損害（現実損害）と消極的損害（得べかりし利益の
喪失）に分けられる。逸失利益とは、この得べかりし利益のことであり、健康被害を
蒙ったために働くことができなくなった場合に失った収入等がこれにあたる。



因果関係
　　　不法行為による損害賠償の請求が認められるには、不法行為者の行為と損害との間

に因果関係がなければならない。法的因果関係は、自然的因果関係とは異なり、どの
範囲まで責任を負わなければならないかを決定するものである。

　　　最近の公害事件においては、その特殊性から挙証責任の転換、蓋然性への置き換え
が主張されており、健康被害については、疫学的立証を法的因果関係に結びつけてい
こうという努力がなされている。

疫学
　　　疫学とは、社会集団をその対象として病原体、宿主、環境の 3つの因果関係を究明

することによって、多発する健康障害の発生機序、分布、介在要因を解明する学問で
あり、臨床・基礎医学、病理学、統計学等も包含した総合医学、あるいは社会学と位
置付けることができる。

汚染者負担の原則（PPP）
　　　汚染者負担の原則とは、環境汚染防止のコスト（費用）は汚染者が支払うべきであ

るとの考えであり、OECDの提唱した PPP（Polluter Pays Principle）に由来している。
　　環境汚染によるコストを誰が支払うかという問題は、今後の環境政策を考えるうえで

重要な問題であるが、PPP はこの問題について、一定の方向性を与えた画期的な考
えである。

　　　公害健康被害補償制度は、この汚染者負担の考え方を被害者の救済にも応用し、救
済のために必要な費用の全額を汚染原因者に負担されることとしている。

汚染負荷量賦課金　→質疑応答　問 10
介護加算　→質疑応答　問 7
カドミウム
　　　カドミウムによる環境汚染は、従来亜鉛精錬所、メッキ工場や電気機器工場などの

周辺でみられた。大量のカドミウムが長期間にわたって体内に入ると慢性中毒となり、
腎臓障害をおこし、カルシウム不足となり骨軟化症をおこすとされている。

　　環境基準（水質）：0.01mg/ ℓ以下　排水基準：0.1mg/ ℓ以下
　　大気汚染防止法の有害物質、排出基準：1.0mg/m3N 以下
環境基準
　　　環境基準とは「大気の汚染、水質の汚濁、土壌の汚染及び騒音に係る環境上の条件

についてそれぞれ人の健康を保護し、生活環境を保全する上で維持されることが望ま
しい基準」（環境基本法）である。

　　　環境基準は行政上の目標基準であり、直接に工場等を規制するための規制基準とは
異なる。

気管支ぜん息
　　　気管支ぜん息は「笛声喘鳴を伴った発作性の呼気性呼吸困難を伴った繰り返し惹起

される疾患」と定義されている、アレルギー性疾患の代表的なものの一つである。
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　　　統計的疫学的手法を駆使することによって、大気汚染地域においては、対象地域に
比して患者の多いことが確認され、また大気汚染が著しい時期に症状が悪化するなど
が明らかにされた。これらの調査結果に基づいて気管支ぜん息は大気汚染の影響をう
ける疾患と判断されている。

規制基準
　　　ばい煙、汚水等を排出する、又は騒音、悪臭等を発生する一定規模以上の施設から

排出又は発生される環境汚染物質等の許容限度。大気汚染防止法では排出基準、水質
汚濁防止法では排水基準とよぶ。規制基準は環境基準を満足する生活環境条件を確保
するために、個々の特定施設に課せられた汚染物質等の排出制限基準で、規制基準を
こえるばい煙、排出水を排出し、又は騒音、悪臭等を発生させると、施設の改善命令
や使用の一時停止命令がなされ、その命令に違反した者は処罰の対象となる。

許容限度
　　　公害防止関係各法の規制基準は、一般に、汚染物質の排出量、排出濃度又は騒音の

大きさの許容限度等として定められている。
共同不法行為
　　　共同不法行為とは、いくつかの工場の廃液によって健康被害が生じた場合のように、

複数の加害者により不法行為がなされた場合をいう。ただ、複数の加害者が存在する
場合であっても、1）各加害者の行為が個々に不法行為の要件を充たしている場合と、2）
個々の加害者の行為だけでは被害が発生しないが、加害行為が集積、競合することに
よって被害が発生する場合とがある。1）の場合に共同不法行為が成立することに異
論はないが、2）の場合については、共同不法行為が成立するかどうか問題が残る。

　　　しかし、いわゆる四日市公害裁判では、複数の工場からのばい煙の排出により住民
に健康被害が生じた事例について、行為者間に「関連共同性」があれば 2) にあたる
場合であっても共同不法行為が成立することを認めた。

　　　なお、共同不法行為者は、連帯して損害の賠償をする責任を負うこととなる。
K値規制
　　　大気汚染防止法のばい煙発生施設から排出される硫黄酸化物の規制方法である。K

値規制による硫黄酸化物の排出基準は、地域ごとに定められた Kの値を下記の算式
に代入して、ばい煙発生施設の排出口の高さに応じて算定される 1時間当たりの硫
黄酸化物の排出量として示される。（この規制方法は、硫黄酸化物の最大着地濃度を
考慮して硫黄酸化物の排出量を規制するものであり、 Kの値が小さいほど規制が厳し
い。）

　　　　Q=K× 10-3 × He2

　　　　Q：硫黄酸化物の許容排出量
　　　　K：地域ごとに定められる定数（3～ 17.5）
　　　　He：有効煙突高（煙突実高+煙上昇高）
健康被害予防事業　→質疑応答　問 8
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公害　→質疑応答　問 1
公害医療機関　→質疑応答　問 7
公害医療手帳　→質疑応答　問 7
公害健康被害補償不服審査会　→質疑応答　問 24
公害裁判　→質疑応答　問 3
公害保健福祉事業　→質疑応答　問 6
最大排出ガス量　→質疑応答　問 12
自動車重量税　→質疑応答　問 21
自動車排出ガス
　　　自動車排出ガスには排気管からでる排気ガス、クランクケースからでるブローバイ

ガス、燃料供給系統からでる蒸発ガスなどがあり、これらの排出ガス中には、一酸化
炭素、炭化水素、窒素酸化物、粒子状物質等の有害な物質が含まれているため、これ
ら有害な物質について大気汚染防止法などに基づき規制が行われている。

水銀（Hg）
　　　きわめて毒性が強く、常温では液体の唯一の金属。水俣病は水銀の有機化合物であ

るメチル水銀が原因とされている。水銀は動植物の体内で濃縮される性質が強く、水
俣病の場合も、海水からは検出されず、魚からは大量に検出され、人間からはさらに
多く検出されている。

環境基準（水質）：0.0005mg/ ℓ以下
排水基準：0.005mg/ ℓ以下
生物濃縮
　　　重金属等の有害物質が生物にとり入れられて体内に蓄積し、その生物を他の生物が

とり込んで同様に順次体内に蓄積して行く。このように生物から生物へと蓄積された
有害物質等が移行していくたびに、食物連鎖を通してその含有量が増加していくこと
を生物濃縮という。

ぜん息性気管支炎
　　　ぜん息気管支炎とは、主として 2才以下の小児にみられる低音性の喘鳴（いわゆる

ゼーゼー、ゼロゼロ）と感染徴候をともなう反復する気管支炎で、呼吸困難はないが
あっても軽く、予後は大体良好であるものをいう。

障害補償費　→質疑応答　問 7
障害補償標準給付基礎月額　→質疑応答　問 7
葬祭料　→質疑応答　問 7
総量規制
　　　一定の地域内の汚染（濁）物質の排出総量を環境保全上許容できる限度にとどめる

ため、工場等に対し汚染（濁）物質許容排出量を配分し、その量をもって規制する方
法をいう。大気汚染、水質汚濁に係る従来の規制方式は、個々の工場等の排出ガスや
排出水に含まれる汚染（濁）物質の量や濃度のみを対象としていたが、この個別規制
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のみでは地域の望ましい環境を維持達成することが困難な場合に、その解決手段とし
て総量規制が行われている。

損害賠償
　　　民事上、他人の不法な行為によって損害を蒙った場合には、その損害の賠償を不法

行為者に対して請求することができる。
　　　通常の不法行為による損害賠償請求を行うためには、1）相手方の行為が故意又は

過失によるものであること（故意、過失）、2）それによって被害者の権利又は利益が
違法に侵害されたこと（違法性）、3）損害が現に発生していること（損害発生）、4）
その損害の相手方の行為によって発生したこと（因果関係）の 4つの要件が必要とさ
れている。

　　　しかし、公害に係る損害賠償については、その特殊性から、通常の不法行為の場合
とは異なった取扱が要請され、1）の故意、過失については、公害に係る無過失責任
法の制定により、無過失責任の考えが導入され、4）の因果関係については、挙証責
任の転換、蓋然性への置き換えが主張されている。また、3）の損害の発生については、
その額の算定にあたって、一律・一括請求または包括請求という形で損害賠償額定額
化の試みがなされている。

第一種地域　→質疑応答　問 5
第二種地域　→質疑応答　問 6
脱硝
　　　NOx排出量を抑制するため、排煙からNOxを回収することをいう。
　　　排出ガス中のNOxにアンモニアの注入等を行って分解処理する接触還元法、無触

媒還元法等の乾式法とアルカリ又は酸などに NOx を吸収させる湿式法等があるが、
触媒を用いるアンモニア接触還元法が最も多く用いられている。

脱硫
　　　SOx排出量を抑制するため、重油からの脱硫（重油脱硫）、排出ガスからの脱硫（排

煙脱硫）が行われており、ほかに、両者の中間にあたるガス化脱硫がある。
　　　重油からの脱硫は、1) 高温高圧にした重油に水素を吹き込み、触媒を用いて硫黄分

を硫化水素（H2S）の形で取りだす方法、2) 軽油をとった残油を減圧蒸留し、溜出油
を水素化脱硫して減圧残油とまぜる方法等がある。

　　　ガス化脱硫は、重油をボイラーの前炉に噴射して空気不足の状態で部分的に燃焼さ
せ、高温の熱ガスで残りの油を分解させる。その時できたH2Sを生石灰（CaO）または炭
酸カルシウム（CaCO3）と反応させて、硫黄分をCaSの形で分離する方法がある。

　　　排ガスからの脱硫は、1) 排ガスを石灰乳で洗浄する方法、2) 硫黄酸化物を活性炭な
どの表面に吸着させて、硫酸あるいは硫安として回収する方法、3) 石灰石粉末などを
吹き込んで硫酸塩として回収する方法等がある。

窒素酸化物（NOx）
　　　窒素酸化物（NOx）は一般に、一酸化窒素（ NO）と二酸化窒素（ NO2）を指す。
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　　　一酸化窒素は無色の気体であって水とは反応しない。二酸化窒素は赤褐色の気体で、
四酸化二窒素との平衡混合物であるが、環境大気中でほとんどが二酸化窒素の状態で
あるといわれている。

　　　健康影響については二酸化窒素は比較的知られているが、一酸化窒素については未
知の点が多く動物実験による毒性は二酸化窒素は一酸化窒素の約 4～ 5倍ともいわれ
ている。

中央公害対策審議会（中公審）
　　　公害対策基本法に基づく環境庁の附属機関であったが、平成 5年の環境基本法の制

定に伴い廃止され、新たに中央環境審議会（中環審）が設置された。
　　　中環審の所掌事務は、環境大臣又は関係大臣の諮問に応じ、環境の保全に関する重

要事項を調査審議し、これからの事項に関し、環境大臣又は関係大臣に意見を述べる
ことである。委員 30 人以内で組織され、次の 13 部会が置かれている。

　　総合政策部会、廃棄物・リサイクル部会、循環型社会計画部会、環境保健部会、地球
環境部会、大気環境部会、騒音振動部会、水環境部会、土壌農薬部会、瀬戸内海部会、
自然環境部会、野生生物部会、動物愛護部会

転地療養
　　　転地療養とは、大気汚染地区に居住する呼吸器系疾病の患者を大気の非汚染地域に

移すことにより症状の悪化を防ぎ健康を図る治療法である。
特異的疾患
　　　原因とされる汚染物質とその疾病との間に特異的な関係があり、その物質がなけれ

ばその疾病が起こり得ないとされている疾病をいう。たとえばアルキル水銀化合物が
原因物質となって水俣病になるという場合、アルキル水銀化合物と水俣病は特異的関
係にあるという。

特定施設等設置者　→質疑応答　問 22
特定賦課金　→質疑応答　問 22
独立行政法人環境再生保全機構　→質疑応答　問 23
認定　→質疑応答　問 6
二酸化硫黄（SO2）
　　　燃料中の硫黄（S）分が燃焼により、ほとんど SO2 として排出される。無色刺激臭

のある気体で、粘膜質、特に気道に対する刺激作用が重視されている。
　　　環境基準：1時間値の 1日平均値が 0.04ppm以下であり、かつ、1時間値が 0.1ppm

以下であること。
二酸化窒素（NO2）
　　　二酸化窒素は二酸化硫黄と同様に刺激性の気体であるが、その影響は二酸化硫黄と

は質的に異なった面を有している。例えば単独で吸入された場合、二酸化硫黄は上気
道で吸収される割合が大であるが、二酸化窒素は容易に肺深部にまで達し、呼吸器全
体に影響を及ぼすことが判明している。
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　　　環境基準：1時間値の 1日平均値が 0.04ppm から 0.06ppm までのゾーン内又はそ
れ以下であること。

m3N（立法メートルノーマル）　→質疑応答　問 12
ばい煙発生施設等設置者　→質疑応答　問 11
肺気腫
　　　肺気腫は「肺胞壁の破壊を伴う終末細気管支より末消の気腔の異常な拡大を特徴と

する解剖学的変化である」（アメリカ胸部学会）と定義されている。
　　　喫煙および亜硫酸ガス、窒素酸化物、その他の大気汚染性化学物質は気道を刺激す

るので、咳を誘発し、粘液の増量をうながし、慢性的な気道閉鎖性の変化を起こし、
肺気しゅや肺腺維症の原因となりうることが考えられる。

ばいじん
　　　ばいじんとは、物の燃焼又は熱源としての電気の使用に伴い発生する粒子状物質の

総合体である。
　　　ばいじん、粉じん及び浮遊粒子状物質の区分は図のとおりである。

曝露要件（ばくろようけん）　→質疑応答　問 6
ひ素
　　　銅鉱業の副産物で、ひ酸、亜ひ酸、ひ化水素などの化合物もすべて猛毒である。
　　　ひ素化合物は皮膚、消化器、呼吸器から吸収され、骨や内臓に沈積して排泄し難く

慢性中毒をおこす。中毒症状は、貧血、皮膚の褐色化、局所水腫、嘔吐などで、急性

直径が10μを超える直径が10μを超える

浮遊粒子状物質
直径が10μ以下
浮遊粒子状物質
直径が10μ以下

物の燃焼又は
熱源としての
電気の使用
に伴い発生
する。

物の破砕、
選別等の機
械的処理又
はたい積に
より発生し、
飛散する。

粉じんばいじん
自然界、自動車のまき上げなど
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の場合は激しい嘔吐、頭痛、出血、めまいなどをおこし、死亡する。
　　　　環境基準（水質）：0.01mg/ リットル以下
　　　　排水基準：0.1mg/ リットル以下
非特異的疾患
　　　その疾病の発病の原因となる因子が汚染物質の他にも種々存在し、個々人の発病の

原因を特定することが困難な疾病をいう。たとえば慢性気管支炎の発病の原因となる
汚染物質を科学的に厳密に特定することは現段階では困難であるが、大気汚染の指標
として従来から測定されてきた硫黄酸化物や窒素酸化物、浮遊ふんじんの疫学的な相
関のデータと動物実験の成績等によって法的な因果関係があるものとして扱っている
のである。

PPM（ピーピーエム）
　　　ごく微量の物質の濃度や含有率を表すのに使われ、％が 100 分の 1をいうのに対し、

ppmは 100 万分の 1を意味する。例えば、空気 1㎥中に 1㎤の物質が含まれている
ような場合、あるいは水 1kg（約 1ℓ）中に 1mgの物質が溶解しているような場合、
この物質の濃度を 1ppmという。ppmより微量の濃度を表す場合には、ppb（10 億
分の 1）も用いられる。

賦課料率　→質疑応答　問 14
慢性気管支炎
　　　気管支系にみられる過剰な粘液分泌像で特徴づけられ、慢性あるいは反復性の（多

量の）痰を伴なう咳がみられ、しかもこれらの症状が、年に最低 3か月間のほとんど
毎日、かつ少なくとも連続 2年間にわたって存在するものを慢性気管支炎という。

　　　大気汚染と慢性気管支炎との関係はかなり広範囲に検討されてきており、特にイギ
リスでは、古くから問題にされてきた。

　　　慢性気管支炎の発症率や死亡率は、大気汚染濃度、大気中の亜硫酸ガス濃度、降下
ばいじん量、スモッグに影響される視程の減少度などとかなり密接な関係があること
が報告されている。

　　　大気汚染はまた患者の呼吸器症状を増悪させ、曝露により慢性気管支炎を発症させ
ることも、汚染地区の住民に慢性気管支炎を有する比率の高いことから明らかにされ
ている。

慢性ひ素中毒症
　　　ひ素中毒症には急性型と慢性型がある。慢性中毒症は長期にわたってひ素が摂取さ

れる場合にみられ、多彩な症状を呈する。すなわち、皮膚には初期に皮膚炎、後には
摩搾部を中心として色素沈着、色素脱失を認め、足蹠、手掌などを中心として角化症
がみられるようになる。一方、神経系に対する障害も知られている。

水俣病
　　　水俣病は、魚介類に蓄積された有機水銀を経口摂取することによる神経系疾患で

あって後天性のものと先天性のものとに分類できるが、それぞれ次のような症状を呈
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するものであることが明らかにされている。
　　1）後天性水俣病
　　　通常、四肢末端、口囲のしびれ感にはじまり、言語障害、求心性視野狭窄、難聴な

どきたす。また、神経障害、振戦、けいれんその他の不随意運動、筋強直などをきた
す例もある。主要症状は、求心性視野狭窄、運動失調（言語障害、歩行障害を含む）、
難聴、知覚障害である。

　　2）先天性水俣病（胎児性水俣病）
　　　知能発育遅延、言語発育障害、咀嚼嚥下障害、運動機能発育遅延、協調運動障害、

流涎などの脳性小児マヒ様の症状を呈する。
無過失責任
　　　他人の不法行為による損害の賠償を請求するためには、通常の不法行為であれば、

相手方の行為が故意又は過失によるものであること（故意・過失）を主張・立証しな
ければならない。

　　　しかし、公害のような新たな形態の不法行為については、従来の故意・過失を要求
するいわゆる過失責任主義では、被害者の救済を図ることが難しく、加害者に過失が
なくても、加害者の行為によって損害が生じたという関係があれば損害賠償責任を認
めるべきだという無過失責任主義の考え方が主張されるに至った。このような状況に
あって、昭和 47 年 6 月には公害に係る無過失責任法（大気汚染防止法及び水質汚濁
防止法の改正）が制定され、工場又は事業場における事業活動に伴う健康被害物質の
大気中への排出又は有害物質の汚水若しくは廃液に含まれた状態での排出により、人
の生命又は身体を害したときは、当該排出に係る事業者は、その損害の賠償について
無過失責任を負うこととなった。

有症率
　　　症状を訴えた者の調査対象者に対する比率を有症率という。大気汚染に係る健康調

査を疫学的に行う場合等に利用される。たとえば、呼吸器疾患に関する面接用質問調
査では、いくつかの設問に対し訴えたものを慢性気管支炎等の定義に照らし、その有
症率を算出する。

有病率
　　　有病率とは、ある時点における傷病件数の人口に対する比率をいう。
り患率
　　　り患率とは、一般的には一定期間中におけるり患数の人口に対する比率をいう。疾

病によっては性別、年齢別でり患したりしなかったりするものがあるので、それらを
考慮したり患率を求めることもある。

リハビリテーション
　　　リハビリテーションとは、疾病、事故等により障害を生じた運動機能の回復のため

に理学的療養等の機能回復訓練（医学的リハビリテーション）及び、身体的・社会的
に、また、職業的・経済的にも、独立させる過程（社会的リハビリテーション）をいう。
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